
第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 １ 有料広告事業の拡大 

具体的取組内容 １ 有料広告掲載提案募集制度の創設 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討・募集 実施 ⇒ ⇒ 

○庁内の有料広告事業の実施状況

について把握する。

○先進自治体の実施状況を調査す

る。

○平成 29年度事務事業の外部評価
において、「有料広告事業の拡大」

を評価対象テーマとする。

○有料広告掲載提案募集制度を創

設し、広告方法及び広告事業者を

募集する。

実施

実績

調査・研究

○庁内の有料広告事業の実施状況

を把握した。

○三重県桑名市を視察するなど、有

料広告事業に関する先進自治体

の実施状況を調査した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－

第２次日進市経営改革プラン　推進シート

令和元年７月８日（月）
令和元年度第１回行政改革推進委員会　資料４



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 １ 有料広告事業の拡大 

具体的取組内容 １ 有料広告掲載提案募集制度の創設 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討・募集 実施 ⇒ ⇒ 

○庁内の有料広告事業の実施状況

について把握する。

○先進自治体の実施状況を調査す

る。

○平成 29年度事務事業の外部評価
において、「有料広告事業の拡大」

を評価対象テーマとする。

○有料広告掲載提案募集制度を創

設し、広告方法及び広告事業者を

募集する。

実施

実績

調査・研究

○庁内の有料広告事業の実施状況

を把握した。

○三重県桑名市を視察するなど、有

料広告事業に関する先進自治体

の実施状況を調査した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－

第２次経営改革プラン　推進シート（取組項目別）



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別）の見方 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 １ 有料広告事業の拡大 

具体的取組内容 １ 有料広告掲載提案募集制度の創設 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 
令和元年度 

（平成３１年度） 

令和２年度 

（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討・募集 実施 ⇒ ⇒ 

○庁内の有料広告事業

の実施状況について

把握する。

○先進自治体の実施状

況を調査する。

実施

実績

調査・研究

○庁内の有料広告事業

の実施状況を把握し

た。

○三重県桑名市を視察

するなど、有料広告事

業に関する先進自治

体の実施状況を調査

した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－

○基本視点、戦略、施策、取組項目、具体的取組内容及び担当課 

 第２次経営改革プランに掲載している基本視点、戦略、施策、 

取組項目、具体的取組内容及び担当課について記載 

○実施予定 

 ５４の具体的取組内容における各年度ごとの実施予定及び詳細 

内容を記載 

  上 段：第２次経営改革プランに掲載している各年度ごとの 

実施予定について記載（調査・研究、検討、実施など） 

  下 段：実施予定の詳細な内容について記載 

○実施実績 

 ５４の具体的取組内容における計画年度ごとの実施実績及び詳細 

内容を記載 

  上 段：各年度ごとの実施実績について記載（調査・研究、検討、 

実施など）  

  下 段：実施実績の詳細な内容について記載 

○財政効果額（千円） 

 ５４の具体的取組内容における年度ごとの財政効果額を記載 

※各具体的取組内容の実施により考えられる歳出の削減額や、 

歳入の増加額を記載しています。なお、行政サービスの向上を 

目的とするなどの理由により、財政効果額として表せない取組 

の場合は、財政効果額の記載はありません。 

 ※２４の取組内容ごとに設定した達成指標の実績値とは異なる場 

合があります。 



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 １ 有料広告事業の拡大 

具体的取組内容 １ 有料広告掲載提案募集制度の創設 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討・募集 実施 ⇒ ⇒ 

○庁内の有料広告事業の実施状況

について把握する。

○先進自治体の実施状況を調査す

る。

○平成 29年度事務事業の外部評価
において、「有料広告事業の拡大」

を評価対象テーマとする。

○有料広告掲載提案募集制度を創

設し、広告方法及び広告事業者を

募集する。

○有料広告掲載提案募集制度の要

綱、募集要領を作成し、民間事業

者から、広告媒体等の提案を募集

する。

○募集後、事業者を選定し、新規広

告を順次実施する。

○平成３０年度に審査した事業者

を選定し、広告掲載を実施する。

○有料広告掲載提案募集制度の募

集要領を作成し、民間事業者か

ら、広告媒体等の提案を募集す

る。

実施

実績

調査・研究 検討 一部実施   

○庁内の有料広告事業の実施状況

を把握した。

○三重県桑名市を視察するなど、有

料広告事業に関する先進自治体

の実施状況を調査した。

○平成 29年度第 2回行政改革推進
委員会（10月）で「有料広告事業
の拡大」について外部評価の対象

とした。

○平成 30年 1月答申により、当事
業の推進に当たっては、広告収入

の効果額と人件費のバランス等

を考慮して、丁寧な検討をするこ

とが求められた。

○有料広告掲載提案募集制度実施

に向けた具体的事項を検討した。

○有料広告掲載提案募集制度の要

綱、募集要領を作成し、民間事業

者から、広告媒体等の提案を募集

した。

○応募のあった事業者を選定する

ための審査会を開催した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －

1



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 １ 有料広告事業の拡大 

具体的取組内容 ２ 広告付き番号表示機の導入 担当課 市民課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 ⇒ 募集 実施 ⇒ 

○広告付き番号表示機の導入につ

いて、先進自治体の事例研究を行

う。

○広告付き番号表示機を導入して

いる瀬戸市、尾張旭市、長久手市

へ視察を行う。

○県内 38市の導入状況について調
査を実施する。

○導入後の課題を整理し、窓口業務

の動線等について対応方法を検

討する。

○広告付き番号表示機の導入によ

る窓口業務の動線について確認

する。

○広告付番号表示機業者の選定を

プロポーザルにより行う。

○設置後の動線を踏まえた１階フ

ロアのレイアウトの検討を行う。

実施

実績

検討 ⇒ 実施 

○広告付き番号表示機の導入につ

いて、先進自治体の事例研究を行

った。

○瀬戸市、尾張旭市、長久手市をは

じめ、７市において広告付き番号

表示機の視察を行った。

○広告付き番号表示機業者から、他

市の運用状況や実績等の聞き取

り調査を行った。

○スムーズな設置準備のため、１階

フロアの改善を行った。

○プロポーザル方式により設置業

者を決定し、協定書（平成３１年

３月から令和６年１月まで）を締

結した。

○平成３１年２月より運用開始。

財政 

効果額 

（千円） 

広告付き番号表示機の導入に伴う財政効果額【上段：広告料等収入（歳入増加額）と下段：初期導入費用（歳出削減額）】 

－ －  １８６千円 

△６，９００千円 

2



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上  戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 ２ 債権、市債発行の適正な管理 

具体的取組内容 ３ 市債発行の基準策定 担当課 財政課、下水道課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達

成

工

程 

実施

予定

策定 

○利払い額の低減を図るため、市債

発行指針を策定する。

○策定後は、指針に沿って新たな借

り入れを行い、適切に管理する。

実施

実績

策定

○日進市市債発行指針を策定した

（平成 29年 3月）。
○指針に沿って、据置期間、償還年

限、借入方式等諸条件の決定をす

ることで利払い額の低減を図る。

財政 

効果額 

（千円） 

－

－ －

3



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 ２ 債権、市債発行の適正な管理 

具体的取組内容 ４ 債権管理条例の制定 担当課 財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 ⇒ 検討 制定  

○各債権の管理状況を把握する。

○先進自治体の事例について調査

を行う。

○各債権の管理状況に対する課題

の整理をする。

〇適正な債権管理の方法について

研究する。

○本市の非強制徴収債権の総量に

ついて他団体との比較検討を行

う。

○本市の実情にあった債権管理条

例の素案を作成する。

○昨年度策定した方針に基づき、債

権管理条例を制定する。

実施

実績

調査・研究 ⇒ 検討 

○債権の種類及び滞納状況を把握

した。

○豊明市における条例の制定状況

の調査を行った。

○債権管理条例の対象となる本市

の非強制徴収債権における管理

状況及び課題の抽出を行った。

○本市の非強制徴収債権における

管理状況の把握を行った。

○県内市における債権管理条例の

制定状況及び管理手法のあり方

の研究を行った。

○これまでの調査・研究に基づき、

本市における債権管理条例制定

に向けての方針を策定した。

財政 

効果額 

（千円） 

－

－ － －

4



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 ３ 多様な納付環境の整備 

具体的取組内容 ５ 前納報奨金制度の見直し 担当課 収納課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 ⇒ 方針決定 実施 

○他自治体の状況を調査・研究す

る。

○他自治体の状況と年度当初の財

 源確保への影響等を考慮しなが

ら、継続するべきか廃止するべき

かを検討する。

○令和 2年度（平成 32年度）の廃
止に向けて、広報誌を始め、市の

ホームページやチラシ、固定資産

税・都市計画税の当初納税通知書

で周知を図る。

○令和 2年度（平成 32年度）の廃
止に向けて、広報誌を始め、市の

ホームページやチラシ、固定資産

税・都市計画税の当初納税通知書

で周知を図る。

実施

実績

調査・研究 方針決定 ⇒ 

○本市においては、口座振替での前

納にのみ報奨金がつくことから、

固定資産税の口座振替率が他自

治体に比べ高く、安定的な行政運

営のため、市財源の早期確保が図

られている。

○県内 38市中 5市が現在も前納報
奨金制度を設けているが、そのう

ちの 2市が平成 29年度からと平
成 30年度から撤廃予定である。
なお、隣接する長久手市と東郷町

はすでに廃止済みである。

○県内 38市における制度の見直し
状況を確認したところ、平成 30
年度での制度存続団体は、本市と

北名古屋市のみであった。

○平成 29 年 12 月議会において、
廃止条例を可決し、平成 32年度
から前納報奨金を廃止すること

とした。

○令和 2年度（平成 32年度）から
の廃止に向けて、市のホームペー

ジによるお知らせの他、固定資産

税・都市計画税の当初納税通知書

に案内チラシを同封し周知を行

った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 

5



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 ３ 多様な納付環境の整備 

具体的取組内容 ６ 文書催告事務の見直し 担当課 収納課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○近隣自治体の状況を調査、研究す

る。

○催告状の発送について、個人市民

税（普通徴収）及び固定資産税は

毎期ごと 4回を 2回とし、国民
健康保険税は、毎期ごと 9回を 3 
回とする。

○催告状の発送について、個人市民

税（普通徴収）及び固定資産税は、

昨年度に引き続き、2回とし、国
民健康保険税は、3回とする。

○催告状の発送について、個人市民

税（普通徴収）及び固定資産税は、

昨年度に引き続き、2回とし、国
民健康保険税は、3回とする。

実施

実績

調査・研究 実施 ⇒ 

○近隣自治体の実施状況を調査し

たところ、9市中 8市が複数期を
まとめて催告状を発送している

ことが分かった。

○8市における徴収率には特記す
べき傾向はなく、催告状の発送

回数が多いほうが納め忘れに気

づき、納付への動機付けになると

思われるが、徴収率を変化させる

ほどの要因ではないことがいえ

る。

○催告状の発送について、個人市民

税（普通徴収）及び固定資産税は

毎期ごと 4回を 2回とし、国民
健康保険税は、毎期ごと 9回を 3 
回にするよう見直しを実施した。

○催告状の発送について、個人市民

税（普通徴収）及び固定資産税は、

昨年度に引き続き 2回、国民健康
保険税は、3回実施した。

財政 

効果額 

（千円） 

文書催告事務の見直しによる財政効果額（歳出削減額） 

－ △８６２ △１３   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保・拡大 取組項目 ３ 多様な納付環境の整備 

具体的取組内容 ７ 多様な納付方法の導入 担当課 収納課、保険年金課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 順次実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○他自治体において実施している

金融機関やコンビニ収納以外の

納付方法について調査・研究す

る。

○引き続き、他自治体の状況を調

査・研究する。

○引き続き、他自治体の状況を調

査・研究する。

○公金システムを構築するサービ

ス事業者の導入状況等調査・検討

する。

○督促状に関するコンビニ納付の

導入について、事業者と協議の

上、システムの構築を行う。

○クレジット収納の他、新たな納付

環境の整備について、費用対効果

も考慮しながら、他自治体の状況

を調査・研究し、運用方法を検討

する。

実施

実績

調査・研究 方針決定 調査・研究

○他自治体を調査した結果、近隣で

 は長久手市と春日井市でクレジ

ットサービスを行っており、瀬戸

 市は平成 29年度、東郷町は平成
30年度から導入予定である。
○自治体によっては、導入費用や運

用費用が高額であり、費用対効果

の面で導入を見合わせている状

況が見られるため、新サービスの

導入については、現行システム改

修の時期に合わせるなど、慎重な

検討が必要と考える。

○クレジット収納システムの導入

に向けて、近隣導入自治体の運用

状況やサービス事業者の動向を

調査した結果、費用や効果の面に

ついて、引き続き慎重に検討が必

要と考える。

○督促状による納付について、近隣

自治体の状況を踏まえ、コンビニ

納付を導入することとした。ま

た、開始時期については、歳入シ

ステムの改修の時期に合わせ、平

成 31年 4月から開始することと
する。

○クレジット収納システムを管理

運営し、他の自治体での導入実績

の最も多いサービス事業者から

システムの老朽化や新たな収納

ニーズへの対応のため、新システ

ムに移行する令和３年度（平成３

３年度）まで新規導入を中断する

旨の報告があった。このため、他

の自治体での運用状況やサービ

ス事業者の動向を引き続き検討

していく。

○平成 31年 4月以降、督促状によ
る納付についても、コンビニ納付

ができるよう環境整備を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保 取組項目 ４ 優良な税財源の涵（かん）養 

具体的取組内容 ８ 空家を活用した転入者等の定住促進 担当課 都市計画課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施 

予定 

一部実施 ⇒ ⇒ 実施 ⇒ 

○空家等対策協議会を開催し、市の空家等

対策計画を策定する。

○空家バンク制度を創設し、制度の周知、

登録物件の募集等を行う。

○空家バンクの周知のため、平成 27 年度に行っ

た実態調査で空家であると推定した家屋所有

者に、登録を促進する文書を送る。 

○納税通知書発送用封筒を活用し、空家バンクの

ＰＲを行う。 

○広報、ＨＰを活用し、空家バンク及び空家バン

ク関連補助金の周知を行う。 

○大学連携を活用し、空家バンクに関する周知チ

ラシを作成する。 

○大学連携を活用し、地域の実情を調査し、自分

たちが空家に住みたくなるための研究を行う。

○空家の適切な管理を促すため、空家等対策協議

会及び特定空家等認定委員会を開催する。 

○空家バンク、利活用補助金、不良空家除却促進

補助金の制度周知のため、ポスターの作成・配

布や、空家所有者へのダイレクトメール発送、

納税通知書発送用封筒の活用、広報、ＨＰへの

掲載を行う。 

○特定空家等の判定を行うため、立入調査業務を

実施する。 

○空家の適切な管理を促すため、空家等対策

協議会及び特定空家等認定委員会を開催す

る。 

○空家バンク、利活用補助金、不良空家除却

促進補助金の制度周知のため、ポスターの

配布や、空家所有者へのダイレクトメール

発送、納税通知書発送用封筒の活用、広報、

ＨＰへの掲載を行う。 

○特定空家等の判定に活用するため、認定判

断支援業務及び相続人調査業務を連携協定

締結団体に委託して実施する。 

○金城学院大学生活環境学部の加藤悠介研究

室が実施する日進市内の郊外住宅地におけ

る空家に関する研究に協力する。 

実施 

実績 

一部実施 実施 ⇒

○空家等対策協議会を開催し、市の空家等

対策計画を策定した(平成 29年 3月)。

○空家バンク制度を創設し、制度の周知、

登録物件の募集等を行った。

○転入者等の定住促進を図る観点から、定

住促進リフォーム補助金を創設した。

○子育て世帯の転入促進を図る観点で、子

育て世帯定住促進補助金を創設した。

○空家バンクを活用した中古物件の流通促

進を図る観点で、仲介手数料等補助金を

創設した。

○愛知県宅地建物取引業協会東名支部と空

家等対策の連携協力に関する協定を締結

した(平成 28年 11月)。

○愛知県司法書士会と空家等対策の連携協

力に関する協定を締結した(平成 29 年 3

月)。

○空家バンクの周知のため、空家所有者へ文書送

付や、納税通知書発送用封筒の活用、広報やＨ

Ｐにおける関連補助金に関する記事掲載、ポス

ターの作成・配布を行った。 

○愛知県土地家屋調査士会、日進建築士グルー

プ、愛知県弁護士会と空家等対策の連携協力に

関する協定を締結した(平成 30年 2月、3月、3

月)。 

○空家等対策協議会を 3 回開催し、「空家等の適

正管理に関する条例（案）」及び「特定空家等

判断基準（案）」について審議した。 

○周辺の生活環境に影響を及ぼす空家の除却促

進を図る観点から、不良空家除却促進補助金を

創設した。

○空家バンクに 1件の登録があり、市外在住かつ

子育て世帯の利用希望者との間で売買契約に

向けた交渉が成立した。 

○空家等対策協議会を 2回、特定空家等認定委員

会を1回開催し、空家バンク制度の周知方法や

「空家対策に係る協力事業者登録制度」等につ

いて審議した。 

○空家バンク、利活用補助金、不良空家除却促進

補助金の制度周知のため、ポスターの作成や、

納税通知書発送用封筒の活用、広報、ＨＰへの

掲載を行った。 

○特定空家等の判定に活用するため、特定空家等

認定判断支援業務を日進建築士グループに、空

家対策に係る相続人調査業務を愛知県司法書

士会にそれぞれ委託して実施した。 

○空家所有者等が、空家の適切な管理や利活用に

取り組む環境を整備するため、空家対策に係る

協力事業者登録制度を創設した。 

○名古屋学院大学経済学部の上山仁恵准教授が

実施した「日進市空家の適切な管理に関する条

例」に関する意識調査に協力した。 

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保 取組項目 ４ 優良な税財源の涵（かん）養 

具体的取組内容 ９ 用途地域の変更及び地区計画の決定 担当課 都市計画課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 順次実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○梅森町北田面地区及び岩崎町新

ラ田・北高上地区の暫定用途地

域解消に向けた取組を進める。

○日進北部地区の市街化編入業務

の進捗状況にあわせ、用途地域

の決定に向けた整理を行う。

○梅森町北田面地区、岩崎町新ラ田・

北高上地区、赤池町箕ノ手地区の暫

定用途地域解消に向けた取組を進め

る。

○日進北部地区、香久山西部地区で検

討されている土地区画整理事業の進

捗状況を確認し、用途地域の変更や

地区計画の決定等のスケジュール調

整を行う。

○日進北部地区の市街化編入に合わ

せ、用途地域の決定を行う。

○梅森町北田面地区をはじめ、6 地区
の暫定用途地域解消に向けた取組を

進める。

○香久山西部地区等の土地区画整理事

業の進捗に合わせ、用途地域や地区

計画の検討を行う。

○日進東部地区の、工業系地区計画の

決定にむけた検討を行う。

○岩崎町新ラ田・北高上地区（検討区域

A）の用途地域の変更を行う。
○梅森町北田面地区をはじめ、5地区の
暫定用途地域解消に向けた取組を続

ける。

○香久山西部地区等の土地区画整理事

業の進捗に合わせ、用途地域や地区計

画の関係機関協議を行う。

○日進東部地区の、工業系地区計画の決

定にむけた関係機関協議を行う。

実施

実績

検討 順次実施 ⇒

○梅森町北田面地区及び岩崎町新

ラ田・北高上地区の暫定用途地

域解消に向け、それぞれの地区

で 2回地権者に対し、意見交換
会を開催した。

○梅森町北田面地区の一部につい

ては、都市計画提案制度に基づ

き用途変更の提案があったた

め、都市計画法に基づく用途地

域の都市計画変更の原案の説明

会を行った。

○日進北部地区、香久山西部地区

で検討されている土地区画整理

事業の進捗状況を確認し、用途

地域変更や地区計画決定等の調

整を行った。

○梅森町北田面地区の一部について、

都市計画提案に基づき、用途地域の

都市計画変更を行った。

○梅森町北田面地区及び岩崎町新ラ

田・北高上地区の暫定用途地域解消

に向け、各 1回地権者意見交換会を
開催し、合意収集を開始した。

○赤池町箕ノ手地区の暫定用途地域解

消に向け、2 回地権者意見交換会を
開催した。

○日進北部地区の市街化区域編入や用

途地域等の変更のため、関係機関と

の調整を行った。

○日進北部地区の市街化編入に合わ

せ、用途地域の決定を行った。

○岩崎町新ラ田・北高上地区（検討区

域 A）について、暫定用途地域解消
に向けた地権者合意が整った。

○梅森町北田面地区、岩崎町新ラ田・

北高上ほか地区（検討区域 B、C）、
の暫定用途地域解消に向け、各 1回
地権者意見交換会を開催し、合意収

集を行った。

○折戸町鎌ケ寿ほか地区の暫定用途地

域解消に向け、1 回地権者意見交換
会を開催した。

○赤池箕ノ手土地区画整理事業の事業

計画変更に合わせ、用途地域及び地

区計画の変更を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 １ 自主財源の確保 取組項目 ４ 優良な税財源の涵（かん）養 

具体的取組内容 10 企業支援及び企業立地環境の整備 担当課 産業振興課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

順次実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○企業ガイドブックを作成する。 

○日進市企業再投資促進補助金を交付

する。 

○用地調査・企業立地調査を実施する。

○企業用地を整備する上での関係法令

の要件整理を行う。 

○日進東部地区の企業用地整備に向け

て、用地調査・地域説明・企業立地可

能性調査を実施する。 

○企業マップを企業合同説明会、金融機

関等に配布する。 

○市内企業へ就職支援を実施する。 

○障害者、若年者の雇用相談を実施す

る。 

○日進東部地区の企業用地整備に向けて、

国内企業 2000 社に対し企業アンケート

を行い、保安林解除に向けた資料を作成

する。 

○企業マップを企業合同説明会、金融機関

等に配布する。 

○職場体験プログラムを活用するなどし

て、市内企業へ就職支援を実施する。 

○障害者、若年者の雇用相談を実施する。

○日進東部地区の企業用地整備に向け

て、全権利者から事前同意を取得する

とともに、平成 30 年度に実施した企

業アンケートで進出意向を示した企

業への訪問を実施する。 

○日進市企業再投資促進補助金を（株）

イケダに交付するとともに、企業訪問

等の方法により、補助対象企業の掘り

起こしを行う。 

○企業マップを企業合同説明会で配布

したり、金融機関等に配布したりする

ことで、市内企業をＰＲする。 

○市内企業の業況や課題を把握するた

め、企業訪問を実施する。 

実施

実績

順次実施 ⇒ ⇒

○市内企業27社の会社概要を掲載した

企業マップを作成した。 

○日進市企業再投資促進補助金を荒川

工業（株）に交付した。 

○創業支援として、創業入門セミナー

を開催し、32 名の参加者があった。

ビジネスカフェは 16 回実施し、3名

の参加者があった。 

○障害者、若年者の雇用相談を実施し、

3名の参加者があった。 

○市内企業の課題等を把握するため県

の担当と合同で 2 企業訪問を実施し

た。 

○用地調査・企業立地調査を実施し、関

係法令の要件を整理した。 

○日進米野木地区研究開発団地への移

転支援を 2企業に行った。 

○日進東部地区の企業用地整備に向け

て、用地調査・企業立地可能性調査を

実施した。 

○市内企業 26 社の会社概要を掲載した

企業マップ 2018 を、名古屋商科大学

及び名古屋銀行と協力して作成した。

○企業マップ 2018 を瀬戸市、尾張旭市、

長久手市、日進市、東郷町、豊明市、

大府市との共同により開催した企業

合同説明会にて配布し、市内企業をＰ

Ｒした。 

○名古屋銀行及び愛知県信用保証協会

と創業カフェを共同開催し、7 名の参

加者があった。 

○市内企業の課題等を把握するため県

の担当と合同で 4企業の訪問を実施し

た。 

○就労に向けた若年者の保護者勉強会 

を実施した。 

○日進東部地区の企業用地整備に向けて、

国内企業 2000 社に対し企業アンケート

を行い、保安林解除に向けた資料を作成

した。 

○企業マップ 2018 を瀬戸市、尾張旭市、

長久手市、日進市、東郷町、みよし市、

豊明市、大府市との共同により開催した

企業合同説明会にて配布し、市内企業を

ＰＲした。 

○企業マップを企業合同説明会、金融機関

等に配布した。 

○市内企業の課題等を把握するため、1企

業の訪問を実施した。 

○（株）イケダから申請のあった日進市企

業再投資促進補助金について、県による

事業採択の認定申請の補助を行った。 

○生産性向上特別措置法に基づく導入促

進基本計画を策定し、市内企業 12 社か

らの先端設備等導入計画を認定した。 

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ２ 行政サービスの見直し・事務効率の改善 取組項目 ５ 定期的な行政サービス（補助金等）の見直し 

具体的取組内容 11 補助金等の見直し 担当課 企画政策課、財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

庁内部会の設置 

検討 
⇒ 基準策定 

基準に基づく 

個別の補助金等の見直し 
⇒ 

○他自治体の事例研究を行い、見直

し手法の検討をする。

○庁内検討部会を設置する。

○他自治体の事例研究を行い、見直

し手法の検討をする。

○日進市行政改革推進本部専門部

会において、補助金等の現状を把

握する。

○関係課へのヒアリング等により

把握した補助金等の現状及び課

題を基に、補助金等の統一的な基

準を策定する。

○ガイドラインを策定し、それに基

づき、個別の補助金等の見直しに

着手する。

実施

実績

庁内部会の設置 

検討
⇒ ⇒

○他自治体の事例研究をするとと

もに、先進市である大阪府茨木市

へ視察を行った。

○主管課等で構成する日進市行政

改革推進本部専門部会を設置し、

部局横断的な検討をするための

体制を設けた。

○先進市である豊田市及びあま市

へ視察を行うなど、他自治体の事

例研究を行った。

○日進市行政改革推進本部専門部

会において、補助金等の実態把握

のための調査等の進め方につい

て検討を行った。

○補助金等の現状及び課題を把握

するため、関係課へのヒアリング

等による実態調査を行った。

○日進市行政改革推進本部専門部

会において、補助金等の適正化の

進め方及び基準案について、検討

を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ２ 行政サービスの見直し・事務効率の改善 取組項目 ６ 特別会計の見直し 

具体的取組内容 12 繰出金の適正化 担当課 財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

基準策定     

〇特別会計の適正化に向けた基本

的な考え方をまとめる。

実施

実績

基準策定

〇特別会計の適正化に向けた基本

的な考え方を整理した。その結

果、下水道事業特別会計への繰出

金の適正化を図ることとした。具

体的には、下水道事業債の借入れ

を日進市市債発行指針（平成 29
年 3月策定）に基づき実施し、利
払い総額を減少させることで、将

来の繰出金の適正化を目指す。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ －    
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ２ 行政サービスの見直し・事務効率の改善 取組項目 ６ 特別会計の見直し 

具体的取組内容 13 国民健康保険税の見直し 担当課 保険年金課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○国民健康保険税の賦課限度額を

地方税法施行令の定める額に引

き上げる。

○国民健康保険税の所得割率を見

直す。

○国民健康保険税の賦課限度額を地

方税法施行令の定める額に引き上

げる。

○国民健康保険税の所得割率を見直

す。

※平成 30年度の県単位化に向けて、
県から提示される標準保険料率を

参考に税率等の引き上げを検討す

る。

○国民健康保険税の賦課限度額を地方税

法施行令の定める額に引き上げる。

○国民健康保険税の所得割率及び均等割

額を見直す。

※県から提示される標準保険料率を参考

に税率等の引き上げを検討する。

○国民健康保険税の賦課限度

額を地方税法施行令の定め

る額に引き上げる。

○国民健康保険税の所得割率

及び均等割額を見直す。

※県から提示される標準保険

料率を参考に税率等の引き

上げを検討する。

実施

実績

検討・実施 ⇒ ⇒

○平成 27 年 12 月議会で議決され
た国民健康保険税条例の一部を

改正する条例に基づき、国民健康

保険税の賦課限度額を地方税法

施行令の定める額に引き上げた。

（770千円→850千円）
○同条例に基づき、国民健康保険税

の所得割率を見直した。

【医療保険分】  4.00％→4.95％
【介護納付金分】1.20％→1.30％
○平成 29年度の国民健康保険税の
賦課限度額について見直しを検

討し、日進市国民健康保険税条例

の一部を改正する条例案を 3 月
議会に上程した。

○平成 29 年 3 月議会で議決された
国民健康保険税条例の一部を改正

する条例に基づき、平成 29年 4月
から国民健康保険税の賦課限度額

を地方税法施行令の定める額に引

き上げた。（850千円→890千円）
○同条例に基づき、国民健康保険税

の所得割率を見直した。

【医療保険分】  4.95％→5.40％
【介護納付金分】1.30％→1.40％
○平成 30 年度の国民健康保険税の
税率等及び賦課限度額について見

直しを検討し、日進市国民健康保

険税条例を改正した。

○平成 30 年 3 月議会で議決された国民
健康保険税条例の一部を改正する条例

に基づき、国民健康保険税の所得割率

及び均等割額を見直した。

 所得割率

【介護納付金分】1.40％→1.60％
均等割額

【後期高齢者支援金分】3,000 円→
4,800円
○年度末に改正した同条例に基づき、平

成 30 年 4 月から国民健康保険税の賦
課限度額を地方税法施行令の定める額

に引き上げた。（890千円→930千円）
○令和元年度（平成 31年度）の国民健康
保険税の税率等及び賦課限度額につい

て見直しを検討し、日進市国民健康保

険税条例を改正した。

財政 

効果額 

（千円） 

国民健康保険税の見直しによる財政効果額（歳入増加額） 

１１５，００７ ４３，０８３ ５０，９６２   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ２ 行政サービスの見直し・事務効率の改善 取組項目 ６ 特別会計の見直し 

具体的取組内容 14 下水道取付管工事費負担額の見直し 担当課 下水道課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○適正な受益者負担額とするために、

下水道取付管工事費負担金単価の

再算定を行い、平成 28 年度から新
たな負担額とする。

○市街化調整区域（日の出ヶ丘、東山

平子台、日生東山園の一部）の管渠

埋設工事に伴い、市街化調整区域

の取付管工事費負担金単価の設定

を行う。

○適正な受益者負担額とするため

に、取付管工事費負担金単価の再

算定を行う。

○適正な受益者負担額とするため

に、取付管工事費負担金単価の

再算定を行う。

○適正な受益者負担額とするため

に、取付管工事費負担金単価の

再算定を行う。

実施

実績

実施 ⇒ ⇒

○下水道取付管工事費負担金単価の

見直しを行った。

【先付】

100mm 77,600円→99,900円
150mm 85,800円→120,300円
【後付】

100mm 154,700円→199,000円
150mm 162,900円→223,600円

○新たに、市街化調整区域の取付管

工事費負担金の平成 30 年度の単
価算定を行った。

○下水道取付管工事費負担金単価の

見直しを行った。

【先付】 変更なし

【後付】

100mm 199,000円→229,400円
150mm 223,600円→256,100円

○下水道取付管工事費負担金単価

の見直しを行った。

【先付】

市街化区域 100mm 99,000円（変更なし）

150mm 102,300円（変更なし）

調整区域  100mm 126,600円（新設）

150mm 146,300円（新設）

【後付】

市街化区域 100mm 229,400円→239,900円

150mm 256,100円→268,700円

調整区域  100mm 273,400円（新設）

150mm 309,000円（新設）

財政 

効果額 

（千円） 

下水道取付管工事費負担額の見直しによる財政効果額（歳入増加額） 

１１，７０１ ３，４４３ １，５６１   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ２ 行政サービスの見直し・事務効率の改善 取組項目 ７ より効果的な契約方法の導入 

具体的取組内容 15 同種の業務契約及び業務機器の一括発注や業務の包括契約の実施 担当課 総務課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・検討 順次実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○契約案件（見込も含む）を精査

し、一括発注や包括契約が可能

と思われる案件を抽出する。

○抽出した案件について担当課に

一括等の可否について意見照会

を実施する。

○平成 28 年度契約の 34 案件（う
ち入札 8 件、担当課随意契約 26
件）を平成 29年度は 4案件にま
とめる。

○平成 29年度契約の 45案件（市
役所等施設管理・福祉会館施設

管理など）を平成 30年度は 2
案件にまとめる。

○平成 30年度契約の 4案件（市
役所等施設管理・保育園警備な

ど）を令和元年度（平成 31年
度）は 2案件にまとめる。

実施

実績

調査・検討 順次実施 ⇒   

○消耗品・備品の購入や、委託業務

について担当課に一括契約等が

可能か照会し、可能なものについ

ては、次年度以降一括契約とする

ように要請した。

○平成 28 年度契約の 34 案件につ
いて、市役所庁舎施設管理・保育

園施設管理・公園施設管理・下水

処理薬品購入など、平成 29年度
は 4件に集約した。

○平成 29 年度契約の 45 案件の空
調設備保守点検・消防用設備保守

点検・自動扉保守点検等の業務を

集約するとともに、昨年度まで実

施していなかった全施設の屋上

ドレイン清掃を追加したうえで

平成 30年度は 2件に集約し一括
発注することで事務軽減を行っ

た。

財政 

効果額 

（千円） 

同種の業務契約及び業務機器の一括発注や業務の包括契約による財政効果額（歳出削減額） 

－ △４９３ ８０６   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ２ 行政サービスの見直し・事務効率の改善 取組項目 ７ より効果的な契約方法の導入 

具体的取組内容 16 オープンカウンタの積極活用 担当課 総務課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○備品・消耗品購入予定のある課に

オープンカウンタについて積極

的に活用するよう周知徹底を図

る。

○引き続き、各課にオープンカウン

タについて積極的に活用するよ

う周知徹底を図る。

○引き続き、各課にオープンカウン

タについて積極的に活用するよ

う周知徹底を図る。

○引き続き、各課にオープンカウン

タについて積極的に活用するよ

う周知徹底を図る。

実施

実績

実施 ⇒ ⇒

○備品・消耗品購入予定のある課に

オープンカウンタについて周知

を行った。

○オープンカウンタを 12件実施し
た。

○備品・消耗品購入予定のある課に

オープンカウンタについて周知

を行った。

○オープンカウンタを 20件実施し
た。

○備品・消耗品購入予定のある課に

オープンカウンタについて周知

を行った。

○オープンカウンタを 23件実施し
た。

財政 

効果額 

（千円） 

オープンカウンタの実施による財政効果額（歳出削減額） 

△１，５０８ △１，１９４ △１，７２９   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ３ ＰＤＣＡサイクルを機能させる体制づくり 取組項目 ８ 行政経営サイクルの連動強化 

具体的取組内容 17 実施計画、予算編成、行政評価の連動 担当課 企画政策課、財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 システム導入 運用 ⇒ 

○連動したシステムを導入してい

る先進自治体を視察し、調査・研

究を行う。

○関係課と協議し、導入する電算シ

ステムの仕様の検討を行う。

○財務会計システム更新に係る準

備（プロポーザル準備、システ

ム事業者選定等）を行う。

○関係課と協議し、導入するシステ

ムの仕様について決定する。

○財務会計システム更新に係るプ

ロポーザルを行い、導入予定業者

と詳細な機能を検討する。

○新システムにおける、予算編成及

び起債管理機能を 10月から稼動
させる。また、稼動にあたり操作

研修会を実施する。

○予算編成に合わせて、新たに構築

した事業単位における事業内容、

対象、手段、目的等の把握を行う。

○新システムによる歳入管理及び

歳出管理を 4月から稼動する。

○新システムによる実施計画業務

を６月から稼動させる。また、稼

動にあたり操作研修会を実施す

る。

実施

実績

調査・研究 検討 システム導入（一部） 

○刈谷市、瀬戸市を視察し、システ

ムの運用状況や連動方法につい

て調査した。

○関係課と協議し、導入する電算シ

ステムの仕様について検討した。

○財務会計システム更新に係る準

備（システム事業者のデモ、プロ

ポーザル準備等）を行った。

○財務会計システムの更新に係る

プロポーザルを実施し、選定事業

者とシステムの基本設計を行っ

た。

○実施計画、予算編成、行政評価の

連動をさせるため、事業単位の再

構築を行った。

○新システムによる予算編成及び

起債管理機能を 10 月から稼動し
た。

○新たに構築した事業単位におけ

る、事業内容、手段、目的等の把

握を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ３ ＰＤＣＡサイクルを機能させる体制づくり 取組項目 ８ 行政経営サイクルの連動強化 

具体的取組内容 18 事務事業評価シートと自治行政の実績に関する報告書の連動 担当課 企画政策課、財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 システム導入 準備 運用 

○連動したシステムを導入してい

る先進自治体を視察し、調査・研

究を行う。

○導入する電算システムの仕様の

検討を行う。

○財務会計システム更新に係る準

備（プロポーザル準備、システ

ム事業者選定等）を行う。

○連動の具体的手法について、シス

テムの仕様を検討する。

○財務会計システム更新に係るプ

ロポーザルを行い、導入予定業者

と詳細な機能を検討する。

○システムによる連携は困難であ

るが、事務作業上の連携を図る手

法がないかなど、事務事業評価シ

ートと自治行政の実績に関する

報告書の連動のあり方について

検討する。

○事務事業評価シートと、自治行政

の実績に関する報告書との重複

部分の整理や、作成時の連携の具

体的手法について検討する。

実施

実績

調査・研究 検討 システム導入 

○刈谷市、瀬戸市を視察し、システ

ムの運用状況や連動方法につい

て調査した。

○導入する電算システムの仕様に

ついて検討した。

○財務会計システム更新に係る準

備（システム事業者のデモ、プロ

ポーザル準備等）を行った。

○既存の事務事業評価シートと自

治行政の実績の連携を検証し、事

業単位の再構築による連携強化

の検討を行ったが、新規導入する

システムでは連携は困難となっ

た。

○システム上の連携は困難である

が、導入したシステムを活かし、

事務事業評価シートと、自治行政

の実績に関する報告書との重複

部分の整理や、作成時の連携など

を行うこととした。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ３ ＰＤＣＡサイクルを機能させる体制づくり 取組項目 ９ 地方公会計の活用推進 

具体的取組内容 19 固定資産台帳の整備及び全国統一的な基準による財務書類の作成 担当課 財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

固定資産台帳整備 

開始貸借対照表作成 
財務書類作成 更新 ⇒ ⇒ 

○資産の状況を正しく把握するた

め、固定資産台帳を整備する。

○固定資産台帳等を活用し、期首に

おける試算・負債・純資産の価格

を評価し、開始貸借対照表を作成

する。 

○平成 28年度中の固定資産の増減
を把握し、固定資産台帳を更新す

る。

○固定資産台帳及び平成 28年度に
作成した開始時における貸借対

照表を基に、財務書類（平成 28
度決算）を作成する。 

○平成 29年度中の固定資産の増減
を把握し、固定資産台帳を更新す

る。

○固定資産台帳及び平成 29年度に
作成した貸借対照表を基に、財務

書類（平成 29度決算）を作成す
る。

○平成 30年度中の固定資産の増減
を把握し、固定資産台帳を更新す

る。

○固定資産台帳及び平成 30年度に
作成した貸借対照表を基に、財務

書類（平成 30度決算）を作成す
る。

実施

実績

固定資産台帳整備 

開始貸借対照表作成
財務書類作成 更新 

○平成 27年度末における固定資産
台帳を整備した。

○平成 28年度開始時における開始
貸借対照表を、平成 27年度末に
おける固定資産台帳等を基に作

成した。

○平成 28年度中の固定資産の増減
を誘導法などにより把握し、固定

資産台帳の更新を行った。

○平成 28年度決算に基づく財務書
類（一般会計等、全体、連結）の

作成及び公表を行った。

○公表にあたり、椙山女学園大学の

ご協力の下、地方公会計制度を分

かりやすく説明した特集を広報

誌に掲載した。

○平成 29年度中の固定資産の増減
を把握し、固定資産台帳を更新し

た。

○固定資産台帳及び平成 29年度に
作成した貸借対照表を基に、財務

書類（平成 29度決算）を作成し
た。 

財政 

効果額 

（千円） 

－

－ － －
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ３ ＰＤＣＡサイクルを機能させる体制づくり 取組項目 ９ 地方公会計の活用推進 

具体的取組内容 20 行政評価との連携によるセグメント分析の実施 担当課 企画政策課、財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 試行実施 対象拡大 ⇒ 

○行政評価との連動によるセグメ

ント分析を実施している先進自

治体の事例を調査・研究する。

○先進自治体の事例を調査・研究す

る。

○セグメント分析を実施する対象

事業（施設）について検討する。

○尾三連携の枠組み等を活用して

図書館を事例にセグメント分析

の試行を行うとともに、行政評価

との連携について検討する。

○セグメント分析の対象を拡大し、

図書館の他、公共施設 2 施設を加

えて、計 3 施設の分析を行う。

実施

実績

調査・研究 検討 試行実施 

○行政評価との連動によるセグメ

ント分析を実施している先進自

治体の事例を調査・研究した。

○地方公会計制度の先進自治体で

ある吹田市・和光市の研究を行っ

た。

○専門家（大学教員、公認会計士）

と意見交換を行い、本市に適した

セグメント分析のあり方を検討

した。

○平成 28 年度決算を基に、対象事

業（施設）の検討を行った。

○尾三連携の枠組み等を活用して

図書館を事例にセグメント分析

の試行を行い、今後の検討課題を

抽出した。

○セグメント分析の結果を行政評

価に連携させる方法について検

討を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 １ 歳入と歳出の均衡が取れた財政経営 

施 策 ３ ＰＤＣＡサイクルを機能させる体制づくり 取組項目 ９ 地方公会計の活用推進 

具体的取組内容 21 公共施設等総合管理計画の策定 担当課 財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

策定     

○平成 28 年度末までに日進市公共

施設等総合管理計画を策定する。

実施

実績

策定 

○平成 27 年度に実施した市民アン

ケートや、平成 28 年度に実施し

たシンポジウム、パブリックコメ

ント、行政改革推進委員会での説

明及び意見聴取に基づき、平成

29 年 3 月に日進市公共施設等総

合管理計画を策定した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－     
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ４ 適正な受益者負担への見直し 取組項目 10 適正な受益者負担への見直し 

具体的取組内容 22 「公共料金の基本的な考え方」に基づく料金の見直し 担当課 財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

〇「公共料金の基本的な考え方（改

訂版）」に基づき、使用料及び手

数料のコスト算定を行い、料金の

見直しを行う。

〇平成 29 年 4 月から料金を改定す

る。

○次回の令和 2 年度（平成 32 年度）

の見直しに向けた、減価償却の含

めた具体的な算出方法等の先進

事例研究を行う。

○次回の令和2年度（平成32年度）

の見直しに向け、引き続き先進

事例研究の調査・研究を行う。

実施

実績

検討 

条例改正
実施 ⇒ 

〇「公共料金の基本的な考え方（改

訂版）」に基づき、使用料及び手

数料のコスト算定の結果をとり

まとめ、料金の見直しについて検

討した。

○検討した料金の見直し結果をも

とに、使用料・手数料が規定され

ている関係条例の一部を改正す

る条例案を 9 月議会に上程した。

〇原案どおり可決され、市ホームペ

ージや広報紙等で料金の改定に

ついて周知を図った。

○平成 29 年 4 月から見直し後の料

金体系に改めた。

○減価償却を含めた具体的な算出

方法等の調査・研究を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

公共料金の見直しによる財政効果額（歳入増加額） 

－ １３，１４５ １３，３６２   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ４ 適正な受益者負担への見直し 取組項目 10 適正な受益者負担への見直し 

具体的取組内容 23 くるりんばすの運賃見直し 担当課 生活安全課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○日進市地域公共交通再編実施

計画の策定を行い、国へ認定申

請する。

○平成 29 年 4 月 1 日から日進市地

域公共交通再編実施計画に基づき

再編路線の運行を開始するととも

に、現在の中央線は民営化する。

○くるりんばす路線の再編に合わせ

て、運賃を見直す。

○モビリティマネジメント等の利用

促進策を実施する。

○再編した路線で、新運賃による運行を

継続する。

○モビリティマネジメント等の利用促

進策を実施する。

○再編した路線で、新運賃による

運行を継続する。

○モビリティマネジメント等の

利用促進策を実施する。

実施

実績

検討 

制度改正
実施 ⇒

○日進市地域公共交通会議を 5 
回開催し、日進市地域公共交通

再編実施計画の策定や利用促

進等について検討した。

○同計画を平成 29 年 3 月に策定

の上、国へ認定申請し、認定書

を受領した。

○計画内容に運賃の見直しにつ

いて記載した。

【くるりんばす中央線】

1 乗車 200 円→対キロ区間制

【中央線以外の路線】

1 乗車 100 円→200 円（循環線

は 100 円）

○平成 29 年 4 月 1 日から日進市地

域公共交通再編実施計画に基づき

再編路線の運行を開始するととも

に、旧中央線を名鉄バスに移管し

て民営化した。

○くるりんばす路線の再編に合わせ

て、運賃を 1 乗車 100 円から 200 
円にした（循環線は 100 円）。

○赤池の大型商業施設開業に合わせ

たバス利用ツアーなどの利用促進

策を実施した。

○再編した路線で、新運賃による運行を

継続した。

○日進市出身の人気声優による車内案

内放送や市内大学との連携によるマ

ップ作成等の利用促進策を実施した。

○定期購入者の利便性を図るため、プラ

イムツリー赤池を購入場所に追加。ま

た、定期の事前購入を可能とする取り

扱いを開始した。

○待ち合い環境の向上のため、日進駅と

おりど病院バス停に上屋及びベンチ

を新設した。

○バス情報の GTFS 化（国際規格のオ

ープンデータ化）により、スマートフ

ォンなどで乗り継ぎ検索が簡単に出

来るようになった。

財政 

効果額 

（千円） 

くるりんばすの運賃見直しによる財政効果額（歳入増加額） 

－  ２７，２７８ ２７，０３６   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ４ 適正な受益者負担への見直し 取組項目 10 適正な受益者負担への見直し 

具体的取組内容 24 下水道使用料の見直し 担当課 下水道課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

 検討 実施 ⇒ ⇒ 

○現状の把握及び課題を整理し、下

水道事業の健全な経営のために、

あるべき使用料単価について検

討する。

○次期経営戦略策定に向けて、他自

治体等における情報を収集する。

○日進市下水道事業経営戦略策定

に向けて収支計画等の資料作成

を行う。

実施

実績

方針決定 調査 

○日進市下水道事業中期経営計画

の見直しを行い検討した結果、今

回は下水道料金の見直しを見送

り、次期経営戦略策定の中で検討

する。

【見送り理由】

①経費回収率の当面目標値を達成

していること

②大型商業施設のオープンに伴い

下水道使用料の更なる上乗せが

見込めること

③維持管理費の経費縮減の効果が

十分に現れていること

【今後のスケジュール】

平成 31 年度 資料作成

平成 32 年度 経営戦略策定

○日進市下水道事業経営戦略策定

に向けて、他自治体等の情報を収

集した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ４ 適正な受益者負担への見直し 取組項目 10 適正な受益者負担への見直し 

具体的取組内容 25 下水道整備に係る市街化調整区域受益者分担金の導入検討 担当課 下水道課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

方針決定 方針決定    

○附属機関である日進市下水道事

業受益者分担金制度検討委員会

を設置し、委員会方式により、導

入の是非等について検討する。

○日進市下水道事業受益者分担金

制度検討委員会の提言に基づき、

導入方針を決定する。

実施

実績

検討 方針決定 

○日進市下水道事業受益者分担金

制度検討委員会を設置し、分担金

について検討した。

○7 月・9 月・11 月・2 月に検討委

員会を開催し、2 月に提言をまと

めた。

○日進市下水道事業受益者分担金

制度検討委員会の提言を受けて、

市街化調整区域の受益者分担金

制度として以下のとおり採用す

る。

・取付管設置工事費徴収制度を

採用する。

・単価は、市街化区域と市街化調

整区域で分ける。

・都市計画税相当額の上乗せ加

算は行わない。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ －    
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ５ 公共施設の最適化と長寿命化 取組項目 11 一元的・中長期的な公共施設修繕 

具体的取組内容 26 公共施設修繕予算枠の設定 担当課 企画政策課、財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○企画政策課及び財政課で修繕予算の

確保に向けて協議する。

○日進市公共施設等総合管理計画にお

 いて、日進市における公共施設保有量

 及び各部署で作成している修繕計画

の積み上げを行い、将来的な施設維持

に必要な予算の目安を把握する。

○修繕予算枠について第 7 次実施計画

 における庁内ヒアリングを実施する

前に企画政策課及び財政課で調整を

行う。

○企画政策課及び財政課で協議を

行い、日進市市有建築物保全計画

の進捗状況や翌年度予算の状況

を踏まえながら修繕予算枠を確

保する。

○修繕予算枠対象事業について実

施する。

○平成 31 年度に向けて、企画政策

課及び財政課で協議を行い、公

共施設の維持修繕に係る判定基

準に基づき、引き続き修繕予算

枠を確保する。

○令和 2 年度（平成３２年度）に

向けて、企画政策課及び財政課

で協議を行い、公共施設の維持

修繕に係る判定基準に基づき、

引き続き修繕予算枠を確保す

る。

実施

実績

検討 実施 ⇒ 

○担当課内で協議し、公共施設の修繕の

方向性について確認した。

○公共施設の修繕については、事前に財

政課又は教育総務課と調整して精査

した上で、実施計画の要求をするよう

に通知した。

○日進市公共施設等総合管理計画の策

定において、今後、公共施設の更新に

あたり必要となる財源を試算した。

○修繕予算枠について第 7 次実施計画

 における庁内ヒアリングを実施する

前に企画政策課及び財政課で調整会

議を行った。

○企画政策課及び財政課で協議を

行い、公共施設の維持修繕に係る

判定基準に基づく判定結果をも

とに、対象事業の順位付けを行

い、修繕予算枠を確保した。

○企画政策課及び財政課で協議を

行い、公共施設の維持修繕に係

る判定基準に基づく判定結果を

もとに、対象事業の順位付けを

行い、修繕予算枠を確保した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

26



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ５ 公共施設の最適化と長寿命化 取組項目 11 一元的・中長期的な公共施設修繕 

具体的取組内容 27 公共施設の維持修繕に係る判定基準の策定 担当課 財政課、教育総務課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 策定 基準に基づく各施設の修繕の実施 ⇒ ⇒ 

○公共施設の修繕における優先順

位の判断材料とするための判定

基準について検討するととも

に、優先順位判定用チェックシ

ートの原案を作成する。

○公共施設の維持修繕に係る判定

基準を策定するとともに、優先順

位判定用チェックシートを作成

する。

○実施計画査定に合わせて、優先順

位判定用チェックシートを用い

た現地調査を行う。

○基準に基づき、現地調査を実施

し、修繕予算枠へ反映する。

○H30 年度に引き続き、基準に基

づき現地調査を実施し、R2 年度

（H32 年度）修繕予算枠へ反映

する。

○H30 判定結果から予算化された

R 元年度（H31 年度）修繕予算枠

改修工事を実施する。

実施

実績

検討 策定 基準に基づく各施設の修繕の実施 ⇒ ⇒ 

○公共施設の修繕における優先順

位の判断材料とするための判定

基準について検討するとともに、

優先順位判定用チェックシート

の原案を作成した。

○公共施設の維持修繕における優

先順位の判断材料とするための

判定基準を策定した。

○優先順位判定用チェックシート

項目に基づく現地調査を行い、事

業優先度の数値化を行った。優先

度より修繕予算枠工事の順位決

定を行った。

○H29 年度判定結果から予算化さ

れた H30 年度修繕予算枠改修工

事を実施した。

○優先順位判定用チェックシート

項目に基づく現地調査を行い、事

業優先度の数値化を行った。優先

度より修繕予算枠工事の順位決

定を行った。

○チェックシートの項目および配

点見直しを行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ５ 公共施設の最適化と長寿命化 取組項目 11 一元的・中長期的な公共施設修繕 

具体的取組内容 28 施設情報のデータベース化による一元化 担当課 財政課、教育総務課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○一般財団法人建築保全センター

の開発する保全マネジメントシ

ステムの導入について検討する。

○エクセル等を使用して施設情報

をデータベース化し、庁内で共有

できるようにする。

○市有建築物保全計画および固定

資産台帳の年度更新を行う。

○Ｈ30 年度に引き続き、市有建築

物保全計画と固定資産台帳の年

度更新を行う。

○固定資産台帳と市有建築物保全

計画の連携作業を行う。

実施

実績

検討 実施 ⇒ ⇒ 

○保全マネジメントシステムの導

入について検討したが、費用対効

 果を考慮して、エクセル等を使用

 してデータベース化を図ること

とした。

○庁内向けに、市有建築物保全計

 画及び固定資産台帳を公開し

た。

○同情報を、担当課における修繕

予算枠の根拠資料等に活用し

た。

○市有建築物保全計画および固定

資産台帳の年度更新を行った。

○市有建築物保全計画情報を修繕

予算枠の現地調査資料に活用し

た。

○固定資産台帳と市有建築物保全

計画を連携させるため、固定資産

台帳システムの項目追加を行っ

た。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ５ 公共施設の最適化と長寿命化 取組項目 12 公共施設の多機能化・複合化の推進 

具体的取組内容 29 公共施設の多機能化・複合化の基準策定 担当課 財政課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

基本方針策定 検討 ⇒ 策定  

○日進市公共施設等総合管理計画

において、今後の施設建設（建替）

時の方針をまとめる。

○大学と連携し、複合化等のメリッ

ト・デメリットについて検討す

る。

○大学と連携し、複合化等のメリッ

ト・デメリットについて検討す

る。

○モデルケースを選定し、多機能

化・複合化の基準を策定する。

実施

実績

基本方針策定 検討 ⇒ 

○日進市公共施設等総合管理計画

における更新（建替）時における

複合化等の検討についてまとめ

た内容を持って、基本方針(管理

に関する取組方針)とした。

○愛知工業大学建築学科の学生製

図課題にて、本庁舎敷地での複合

施設の提案を行った。また、提案

作品の一部を図書館ｴﾝﾄﾗﾝｽﾎｰﾙに

展示し、市民への PR を行った。

○H29 年度に引き続き愛知工業大

学建築学科学生により本庁舎敷

地での複合施設提案を受け、検討

のための参考とした。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

29



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ２ 市有財産の全体最適化と有効活用 

施 策 ５ 公共施設の最適化と長寿命化 取組項目 12 公共施設の多機能化・複合化の推進 

具体的取組内容 30 施設における余剰スペースの有効活用 担当課 財政課、教育総務課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・検討 運用方針の決定 順次実施 ⇒ ⇒ 

○学校教育施設のスペースの利用

状況について現地調査を行う。

○余剰と判断される基準について

検討し、運用方針を決定する。

○固定資産台帳データ及び非財務

情報をもとに、市内施設の運営状

況を分析し、データ蓄積を行う。

また、データベースの様式につい

て検討する。

○H30 年度に引き続き、福祉会館
の固定資産台帳データと非財務

情報を組み合わせ、余剰の客観的

な指標のためのデータ蓄積をお

こなう。

実施

実績

調査・検討 運用方針の決定 順次実施

○調査の結果、放課後こども教室、

スポーツ開放事業により、学校教

育施設における余剰スペースは

有効に活用できていることが分

かった。

○余剰と判断される基準について

検討し、余剰スペースの有効活用

に関する方針を決定した。

○福祉会館の固定資産台帳データ

及び非財務情報をもとに、館毎

での運営状況についてデータ分

析した。

○市内福祉会館の固定資産台帳デ

ータと貸室稼働率データを組み

合わせた分析及び余剰の客観的

な指標を作成するためのデータ

ベース様式を検討した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 

30



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ３ 人材育成とそれを支える組織体制の構築 

施 策 ６ 職員の能力向上・人材育成 取組項目 13 職員の能力向上・人材育成 

具体的取組内容 31 人材育成基本方針の見直し 担当課 人事課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 実施    

○人材育成基本方針改定に係る職

員アンケートを実施するための

項目を精査し、アンケートを実施

する。

○見直し後の新たな人材育成基本

方針の骨子（案）を作成する。

○検討委員会を開催し、新たな人材

育成基本方針を策定する。

○新たな人材育成基本方針を策定

後、全職員に対して通知し、所属

長に対して新たな方針に基づい

たマネジメントを依頼する。

実施

実績

検討 実施 

○人材育成基本方針改定に係る職

員アンケートを実施するための

項目を精査し、アンケートを実施

した。

○見直し後の新たな人材育成基本

方針の骨子（案）を作成した。

○新たな人材育成基本方針の策定

に向け、検討委員会を設置し、3
月に委員会を開催した。

○検討委員会を 4回開催し、その他
電子会議により検討を行った。

○各課等へ意見照会を実施した。

○育成基本方針を改定（平成 30年
3月）し、全職員に対して通知し、
所属長に対して新たな方針に基

づいたマネジメントを依頼した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ －    
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ３ 人材育成とそれを支える組織体制の構築 

施 策 ６ 職員の能力向上・人材育成 取組項目 13 職員の能力向上・人材育成 

具体的取組内容 32 人事考課研修、被考課者研修の充実 担当課 人事課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○新規採用職員に対して、人事考課

制度を説明する。

○考課者に昇任した職員に対して

考課者研修を実施する。

○研修内容や対象者を精査し、見直

し内容について検討する。

○新規採用職員、考課者に昇任した

者への研修を実施する。

○制度への理解を深めるため、新た

に被考課者への研修を実施する。

○新規採用職員、考課者に昇任した

者への研修を実施する。

○被考課者へ被考課者研修を実施

する。

○考課者間の考課基準の平準化を

図るための事業を検討する。

○新規採用職員、考課者に昇任した

者への研修を実施する。

○被考課者へ被考課者研修を実施

する。

○考課者間の考課基準の平準化を

図るための事業を実施する。

実施

実績

検討 実施 ⇒

○新規採用職員に対して、人事考課

制度の説明を実施した。

 実施日 平成 28年 4月 8日
 受講者 24名
○考課者に昇任した職員に対して、

考課者研修を実施した。

 実施日 平成 28年 4月 15日
 受講者 11名
○平成 29年度に向けて、被考課者
への研修を行うことについて検

討した。

○新規採用職員に対して、人事考課

制度の説明を実施した。

  実施日 平成 29年 4月 7日
  受講者 22名
○考課者に昇任した職員に対して、

考課者研修を実施した。

  実施日 平成 29年 4月 14日
  受講者 9名
○新たに被考課者に対して、被考課

者研修を実施した。

  実施日 平成 29 年 5 月 15 日
及び 5月 16日

  受講者 93名

○新規採用職員に対して、人事考課

制度の説明を実施した。

  実施日 平成 30年 4月 6日
  受講者 20名
○考課者に昇任した職員に対して、

考課者研修を実施した。

  実施日 平成 30年 4月 18日
  受講者 15名
○被考課者に対して、継続して被考

課者研修を実施した。

  実施日 平成 30 年 4 月 19日
及び 4月 20日

  受講者 83名

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ３ 人材育成とそれを支える組織体制の構築 

施 策 ７ 業務内容や適性、働き方に応じた職員の配置 取組項目 14 業務内容や適性、働き方に応じた職員の配置 

具体的取組内容 33 新たな任用制度の導入 担当課 人事課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施 

予定 

検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒ 

○国や県、他自治体の任用制度や運用状況

を調査する。

○調査結果に基づき、本市における課題を

整理する。

○地方公務員法及び地方自治法の改正に

より導入される新たな任用制度におけ

る動向を注視する。

○日進市職員の給与に関する条例におけ

る職務の級が 3級（主査級）となる再任
用職員を設置する。

○地方公務員法及び地方自治法の改正に

より導入される新たな任用制度におけ

る動向を注視する。

○日進市職員の給与に関する条例におけ

る職務の級が 3級（主査級）となる再任
用職員の設置を継続する。

○任期付職員に関する条例及び規則を整

備する。

○地方公務員法及び地方自治法の改正に

より導入される新たな任用制度に対応

する条例及び規則を整備する。

○日進市職員の給与に関する条例におけ

る職務の級が 3級（主査級）となる再任
用職員の設置を継続する。

○任期付職員に関する条例及び規則につ

いて、先例事例を調査しメリットを検討

する。

実施 

実績 

検討 一部実施 ⇒  

○国や県、他自治体の状況を踏まえて、本

市における課題を整理し、再任用職員の

任用方法について検討した。

○地方公務員法及び地方自治法の改正に

より導入される新たな任用制度の概要

について調査した。

○日進市職員の給与に関する条例におけ

る職務の級が 3級（主査級）の再任用職
員を任用した。

 ・人数 4名
 ・特命事項 道の駅・スマートイ

ンターチェンジ整

備推進、DMO構想・
企業誘致推進等

○地方公務員法及び地方自治法の改正に

より導入される新たな任用制度（現臨時

職員・非常勤等）の概要について情報収

集した。

○日進市職員の給与に関する条例におけ

る職務の級が 3級（主査級）の再任用職
員を任用した。

 ・人数 6名
 ・特命事項 道の駅・スマートインター

チェンジ整備推進、DMO構想・企業
誘致推進、地域行政推進等

○地方公務員法及び地方自治法の改正に

より導入される新たな任用制度につい

て、尾三地区自治体間連携協力により研

究を進めた。

○任期付職員に関する条例及び規則（案）

を作成した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ３ 人材育成とそれを支える組織体制の構築 

施 策 ７ 業務内容や適性、働き方に応じた職員の配置 取組項目 14 業務内容や適性、働き方に応じた職員の配置 

具体的取組内容 34 勤務時間の弾力的運用の検討 担当課 人事課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 ⇒ 検討 試行実施 ⇒ 

○育児・介護等に配慮した取組につ

いて、国や他自治体を調査する。

○調査結果に基づき、本市における

対応を検討する。

○育児・介護等に配慮した取組につ

いて、国や他自治体を調査する。

○調査結果に基づき、本市における

対応を検討する。

○育児・介護等に配慮した取組につ

いて、国や他自治体を調査する。

○ゆう活に係る職員のニーズを把

握し、必要に応じて実施を検討す

る。

○育児・介護等に配慮した取組につ

いて、国や他自治体への調査を継

続する。

○調査結果に基づき、本市における

対応を検討する。

実施

実績

調査・研究 

一部実施
実施 ⇒

○育児・介護等に配慮した取組に係

る国の制度改正等の動向や他自

治体の運用状況について調査し

た。

○国の制度改正に伴い、職員の介護

休暇の分割（3回まで可能）や、
介護時間の新設（1 日 2 時間ま
で）に係る制度を導入した。

○育児・介護等に配慮した取組に係

る国の制度改正等の動向や他自

治体の運用状況について調査し

た。

○国の制度改正に伴い、育児のため

の時間外勤務の制限等に係る子

の範囲の拡大や、介護のための時

間外勤務の免除の新設を行った。

○日進市職員の配偶者同行休業に

関する条例を制定した。

○育児・介護等に配慮した取組に係

る国の制度改正等の動向や他自

治体の運用状況について調査し

た。

○時間外勤務を命ずる時間及び月

数の上限を設定した。

○配偶者同行休業を承認した。

○ゆう活に係る職員の自主勉強会

を実施した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ３ 人材育成とそれを支える組織体制の構築 

施 策 ８ 内部統制体制の充実 取組項目 15 内部統制体制の充実 

具体的取組内容 35 内部統制に関する基本方針の策定 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 策定 調査・研究 検討  

○外部講師による庁内研修を実

施して、内部統制に関する理解

の深化及び意識の醸成を図る。

○総務省が公表した第 31次地方
制度調査会答申を踏まえた今

後の国の動向について調査す

る。

○外部講師による庁内研修を実施

して、内部統制に関する理解の

深化及び意識の醸成を図る。

○他自治体の事例を調査する。

○他自治体の事例調査結果を踏ま

えて内部統制に関する基本方針

を策定する。

○外部講師による庁内研修を実施し

て、内部統制に関する理解の深化

及び意識の醸成を図る。

○基本方針策定及び体制整備などに

関するガイドラインが国から示さ

れる予定のため、今後の国の動向

について調査する。

○国のガイドライン等策定状況や、

基本方針策定が義務化された都道

府県等の方針策定に向けた動向に

ついて調査する。

○外部講師による庁内研修を実施

して、内部統制に関する理解の深

化及び意識の醸成を図る。

○国のガイドラインに基づき、日進

市版ガイドラインの策定につい

て検討する。

○基本方針策定が義務化された都

道府県等の方針策定に向けた動

向について調査する。

実施

実績

調査・研究 取組骨子案策定 調査・研究

○外部講師による主幹、課長補佐

級等職員を対象とした庁内研

修を実施した。

○総務省が公表した第 31次地方
制度調査会答申を踏まえた今

後の国の動向について調査し

た。

○先進市である静岡県静岡市及び埼

玉県朝霞市へ視察を行った。

○外部講師による係長級職員を対象

とした庁内研修を実施した。

○地方自治法等の一部が改正され、内

部統制に関する方針策定が、市町村

においては努力義務となった。

○基本方針策定及び体制整備などに

関するガイドラインが国から示さ

れる予定のため、今年度の方針策定

は見送り、国の動向を注視すること

とした。

○関係課の係長級職員で構成される

内部統制ワーキンググループを立

ち上げ、内部統制の取組における今

後の方向性を示す取組骨子案を策

定した。

○外部講師による主事級職員を対象

とした庁内研修を実施した。

○基本方針策定及び体制整備などに

関するガイドラインが国から示さ

れる予定のため、今後の国の動向

について調査した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ３ 人材育成とそれを支える組織体制の構築 

施 策 ８ 内部統制体制の充実 取組項目 15 内部統制体制の充実 

具体的取組内容 36 内部統制体制の充実 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

  検討 試行実施 ⇒ 

○内部統制の整備・運用を進める

にあたり、内部統制に関する情報

や通知等を集約・共有する手法に

ついて検討する。

○内部統制に関する情報や通知等

を職員間で集約・共有するため、

職員用内部情報システムに規程・

通知集を設ける。

○リスクの洗い出しの具体的手法

について検討する。

実施

実績

検討 

○内部統制に関する情報や通知等

を集約・共有する手法について検

討した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 １ 行政経営力の向上 戦 略 ３ 人材育成とそれを支える組織体制の構築 

施 策 ８ 内部統制体制の充実 取組項目 15 内部統制体制の充実 

具体的取組内容 37 ファイリングシステムの導入 担当課 総務課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 

内部研修 
⇒ ⇒ ⇒ 導入 

○現状の文書管理における課題を

整理する。

○先進自治体の事例調査を実施し、

内部研修により庁内関係課と情

報共有を図る。

○現状の文書管理における課題を

整理する。

○ファイリングシステムについて、

各課に対する内部研修を行う。

○現状の文書管理における課題を

整理する。

○ファイリングシステムについて、

各課に対する内部研修を行う。

○現状の文書管理における課題を

整理する。

○ファイリングシステムについて、

各課に対する内部研修を行う。

実施

実績

検討
検討 

内部研修

調査 

内部研修

○みよし市の事例調査を実施した。

○日本経営協会（ＮＯＭＡ）の主催

するファイリングシステム研修

に参加した。

○現状の文書管理における課題を

整理した上で、文書管理システム

によるファイル管理に基づく文

書の保存及び廃棄の方法につい

て、各課に対する内部研修を行っ

た。

○長久手市の事例調査を実施した。

○文書管理システムによる研修に

加え、ファイル管理に基づく文書

の保存及び廃棄の方法について、

各課に対する内部研修を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ４ 地域特性に合わせた市民とのまちづくり 

施 策 ９ 地域の協働を進める体制づくり 取組項目 16 地域の協働を進める体制づくり 

具体的取組内容 38 新たな団体交流の場の創出 担当課 市民協働課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○これまでハーモニーフェスタ、市

民活動祭、エコフェスタ等、テー

マ毎で開催していた市民活動団

体の発表、啓発、交流・情報交換

の場としてのイベントの統合実

施に向けた検討・調整を行う。 

○これまでこの趣旨のイベントへ

の参加がなかった防災・防犯等の

テーマの関係団体も合流させて

いくことを検討する。 

○「にっしんわいわいフェスティバル」

の開催時期を、各種イベントが続く 12
月から 7月に変更するなど、より多く
の団体がフェスティバルに参加しや

すい環境づくりを進める。 

○展示ゾーン会議を早い時期に開催す

るなど、出展団体同士が交流しやすい

準備態勢を整える。 

○これまで単独でイベントを開催して

きた平和のつどいの関係団体も合流

させていくことを検討する。 

○日進ＥＳＤ推進基本方針に基づく全

13分野の団体が一同に会し「にっしん
わいわいフェスティバル」を開催す

る。イベントの魅力を高め、さらに交

流を促進する。

○特に、観光、大学に関する出展を充実

し、広く交流を促す。

○にぎわい交流館において、団体交流を

促す事業を充実する。

○日進ＥＳＤ推進基本方針と SDGｓ
に基づく分野の団体が一同に会す

る「にっしんわいわいフェスティバ

ル」を実行委員会形式で行い、参加

団体の自主的な開催を支援する。さ

らにイベントの魅力を高め、交流を

促進する。

○特に、観光、大学に関する出展を充

実し、広く交流を促す。

○にぎわい交流館において、団体交流

を促す事業を継続する。

実施

実績

実施 ⇒ ⇒

○平成 28年 12月 2日・3日に市民
会館で、市民活動団体の発表、啓

発、交流・情報交換の場となるイ

ベント「にっしんわいわいフェス

ティバル」を開催した。環境保全・

人権・男女平等・まちづくりのほ

か、防災・防犯分野の団体も加わ

り、参加団体の範囲が拡大され

た。 

○団体代表者で構成する実行委員

会を中心に計 122 団体と協働す
る中で、団体同士の交流の促進に

もつながった。 

○自治基本条例、市民参加及び市民自治

活動条例を啓発し、ＥＳＤを推進する

「にっしんわいわいフェスティバル」

を 7月 8日（前夜祭 7月 7日）に開催
した。会場を市民会館とスポーツセン

ターに拡大し、さらに多種多様な団体

が出展したことで、計 144団体（昨年
度比 22団体増）で交流を図った。
○準備において、展示ゾーンごとに何度

か会議を行い、また、全出展団体を対

象に出展団体説明会を行い、交流を図

った。

○にぎわい交流館において、団体交流を

促す新たな事業を実施した。

○自治基本条例、市民参加及び市民自治

活動条例を啓発し、ＥＳＤを推進する

「にっしんわいわいフェスティバル」

を 7月 7日（前夜祭 7月 6日）に開催
し、計 166団体（昨年度比 22団体増）
で交流を図った。

○準備において、展示ゾーンごとに会議

を行った。

○全出展団体を対象に出展団体説明会

を行い、交流を図った。

○にぎわい交流館において、年度当初の

団体交流会に加え、NPO と協働の団
体交流会「縁 Join」を開催するなど団
体交流を促す事業を充実させた。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ４ 地域特性に合わせた市民とのまちづくり 

施 策 ９ 地域の協働を進める体制づくり 取組項目 16 地域の協働を進める体制づくり 

具体的取組内容 39 各団体（テ－マ型、地縁型、大学等）の連携・協働を高める仕組みづくり 担当課 企画政策課、市民協働課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施 

予定 

調査・研究 検討 ⇒ 試行実施 ⇒ 

○テーマ型団体と地縁型団体のつながりを、

当市特有の資源とも言える大学を介して創

出していく方法を検討する。

○地縁型団体との協働を高める上で、区長業

務を市職員がサポートしていく制度の導入

を検討する。

○地域協議会や地域支援制度等の他自治体の

事例を研究する。

○大学と市民活動団体とが連携を図れるように、市

や地域のイベント等の取組において市がコーディ

ネーター役として積極的に働きかけることとす

る。 

○職員が公民館等を巡回して適切に区長業務をサポ

ートするため、地域支援職員を配置する。

○行政、地域、大学の事業・イベント等を通

して、各団体（テーマ型、地縁型、大学等）

が連携・協働できるよう支援し、日常的な

連携につなげる。

○「にっしんＥＳＤ大学」を支援し、テーマ

型・地縁型団体、企業ＣＳＲ等と協働によ

るまちづくり事業を検討する。

○区長業務をサポートするため、地域支援

職員を配置する。

○行政、地域、大学の事業・イベント等を通し

て、各団体（テーマ型、地縁型、大学等）が

連携・協働できるよう支援し、日常的な連

携につなげる。

○テーマ型・地縁型団体、企業ＣＳＲ、「にっ

しんＥＳＤ大学」等の協働を進める。

○区長業務をサポートする地域支援職員は区

の業務を幅広く支援できるため、増員を検

討する。

実施 

実績 

調査・研究 

一部実施 

⇒ ⇒

○わいわいフェスティバルや地域行事等の実

行委員会への大学生参加を促すなど、大学

と市民活動団体とのつながりの促進を図っ

た。

○わいわいフェスティバル実行委員を中心

に、団体同士の連携機運が高まり、公募提

案型事業において 3 件、団体が連携しての
事業が実施された。

○区長業務へのサポートについて地縁型団体

にヒアリングするほか、他自治体の制度を

調査・研究した。 

○わいわいフェスティバル、地域イベント、大学祭、

ＮＰＯ・大学連携協働事業において、教員、学生を

マッチングし、多くの連携・協働事業を実施した。 

○複数の団体が連携した公募提案型の事業を 3 件実
施することができた。 

○区・自治会の協力を得て、地域回覧等により、大学

やテーマ型団体の事業・イベントの周知を行った。 

○まちづくり学生団体「にっしんＥＳＤ大学」の立ち

上げを支援した。 

○それぞれの地域ニーズに応じた支援を行い、区長

業務をサポートするため、地域支援職員を新たに

配置した。 

○わいわいフェスティバル、地域イベント、

ＮＰＯ・大学連携協働事業において、教

員、学生をマッチングし、多くの連携・協

働事業を実施した。 

○複数の団体が連携した公募提案型の事業

を 6件実施することができた。他、協働に

よる課題解決連携事業の提案を検討し

た。 

○複数の連携大学の学生によるNPO「にっ
しんＥＳＤ大学」と中部大学第一高等学

校とのマッチングを図り「おこしもの料

理教室」によるまちづくり事業の支援を

行った。 

○地域支援職員の配置により、それぞれの

地域ニーズに応じた支援を行い、区長業

務のサポートを充実させた。 

○地域支援職員から各区へテーマ型コミュ

ニティの活動紹介を行った。 

○にぎわい交流館において、大学とテーマ

型コミュニティの連携強化を図った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

39



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 10 官民連携・外部化の一層の推進 取組項目 17 官民連携（ＰＰＰ）の推進 

具体的取組内容 40 官民連携による整備・管理運営の検討及び導入 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 順次導入 ⇒ ⇒ 

○先進自治体を調査・研究する。

○指定管理者制度未導入施設にお

ける導入可能性について調査を

行う。

○指定管理者選定に向けた具体的

な検討・準備を行う。

○指定管理者制度導入マニュアル

の改定を行う。

○PPP/PFI 導入マニュアルの先進事

例を研究する。

○指定管理者制度導入マニュアルを

改定する。

○「ふれあい工房」、「岩崎城歴史記念

館、展望塔岩崎城、岩崎城址公園」

の指定管理者の選定を行う。

○指定管理者制度未導入施設におけ

る導入可能性について調査を行う。

○「にぎわい交流館」、「日進市立米野

木台西保育園」の指定管理者の選定

を行う。

○道の駅の指定管理者制度導入につ

いて検討する。

○指定管理者制度未導入施設

における導入可能性につい

て調査を行う。

○「中央福祉センター、福祉情

報センター」の指定管理者

の選定を行う。

実施

実績

調査・研究 検討 検討 

○旧市川家住宅について、指定管理

者制度の導入の可否について検

討し、当面は導入しないこととし

た。

○「中央福祉センター、福祉情報セ

ンター」、「高齢者生きがい活動セ

ンター」、「にっしん子育て総合支

援センター」、「障害者福祉センタ

ー」、「生涯学習プラザ」、「スポー

ツセンター」、「総合運動公園、西

山・香久山・藤島テニスコート、

東山・米野木北山グランド」、「上

納池スポーツ公園」の指定管理者

の選定を行った。

○PPP/PFI 導入マニュアルの先進事

例を研究した。

○指定管理者制度導入マニュアルを

改定した。

○「ふれあい工房」、「岩崎城歴史記念

館、展望塔岩崎城、岩崎城址公園」

の指定管理者の選定を行った。

○道の駅の指定管理者制度導入につ

いて調査・研究した。

○指定管理者制度未導入施設におけ

る導入可能性について調査を行っ

た。

○「にぎわい交流館」、「日進市立米野

木台西保育園」の指定管理者の選定

を行った。

○道の駅基本計画において、指定管理

者制度導入について検討した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －

40



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 10 官民連携・外部化の一層の推進 取組項目 18 窓口業務の委託化 

具体的取組内容 41 窓口業務の委託化 担当課 市民課、地域福祉課、介護福祉課、保険年金課、子育て支援課、こども課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 方針決定 方針に基づく詳細検討 実施 

○関係各課の窓口業務の実施

状況及び課題について調

査・把握する。

○関係各課で窓口業務を委託化した

際のメリット・デメリットについ

て検討する。

○近隣自治体の実施内容について、

調査・検討を行う。

○基本方針を策定する。また、委託化の

検討と合わせて次の事項等について

も検討する。

・時間外勤務の経費削減について

・業務の効率化に伴う個別委託につい

て

・時間外勤務が多い部署における窓口

専任係の設置について 

・相談業務における相談者の個人情報・

プライバシー保護に伴う施設面の改

善について

○基本方針を策定する。また、委

託化の検討と合わせて次の事項

等についても検討する。

・機構改革等に合わせた、窓口業

務の委託化の導入について

実施

実績

調査・研究 検討 基本方針案作成

○関係各課と協議し、窓口業

務の実施状況及び課題につ

いて調査・把握した。

○窓口委託化に関する打合せを 5 回

（6 月・7 月・9 月・11 月・1 月）

実施し、基本方針案を作成した。

○瀬戸市、小牧市への行政視察を行

った結果、委託化においては下記

のような懸念事項があることが判

明した。      

・指揮命令系統の関係上、派遣職員と

十分な意思疎通をすることができ

ない。

・職員数の削減に伴い時間外勤務が

増大する可能性がある。 など

○窓口委託化に関する打合せを 3 回（1
月・2 月・3 月）実施し、基本方針案

を作成した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

41



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 11 民間の有能な人材の活用 取組項目 19 民間の有能な人材の活用 

具体的取組内容 42 特定事業へ対応するための任用制度の整備 担当課 人事課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 整備 必要に応じて採用 ⇒ 

○国や他自治体の採用・任用制度の

運用状況を調査する。

○国や他自治体の採用・任用制度の

運用状況を調査する。

○調査結果に基づき、本市における

対応を検討する。

○国や他自治体の採用・任用制度の

運用状況を調査する。

○特定任期付職員に関する条例及

び規則を整備する。

○任期付職員に関する条例及び規

則について、先例を調査しメリッ

トを検討する。

実施

実績

調査・研究 

一部実施
⇒ ⇒

○国や他自治体の採用・任用制度の

運用状況を調査した。

○採用試験制度において、民間企業

での職務経験者に加えて新たに

公務員経験者の試験を実施し、有

能な人材を採用した。

○国や他自治体の採用・任用制度の

運用状況を調査した。

○職員採用試験において、新たに専

門的な知識を有する実務経験者

の試験区分（建築技師、土木技師

及び保健師）を設け、有能な人材

を採用した。

  採用者数 土木技師 １名

       保健師  ２名

○国や他自治体の採用・任用制度の

運用状況を調査した。

○特定任期付職員に関する条例及

び規則（案）を作成した。

○職員採用試験において、有能な実

務経験者を採用した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 12 統計データのオープン化 取組項目 20 統計データのオープン化 

具体的取組内容 43 市が保有している活用可能なデータのリスト化及び公開 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○18 分野 80 項目のデータを掲載

している市ホームページのオー

プンデータミュージアムに、「3
階級別及び 5 歳階級別の人口デ

ータ」を追加し、公開する。

○オープンデータ検討会での検討

結果に基づき、7 市町共通のデー

タの公開基準に則って共通整備

項目のデータを作成し、公開す

る。

○7 市町の共通整備項目以外にも、

公開項目を順次追加する。

○オープンデータ検討会にて、7 市

町共通整備項目の追加について

検討し、適宜データを作成し、公

開する。

○活用可能なデータを調査し、7 市

町の共通整備項目以外にも、公開

項目を順次追加する。

○オープンデータ推進会議にて、7
市町共通整備項目の追加につい

ての検討、既存データの内容の再

点検を行い、適宜データを作成・

修正し、公開する。

○活用可能なデータを調査・把握

し、7 市町の共通整備項目以外に

も、公開項目を順次追加する。

実施

実績

実施 ⇒ ⇒

○平成 10 年から 28 年の 19 年分

の、市全体及び 26 町別の「3 階

級別及び 5 歳階級別の人口デー

タ」を作成し、公開した。

○近隣 7 市町と相互協力して推進

するため、「オープンデータ検討

会」を新たに設置し、データの公

開基準を定めた。

○市ホームページのレイアウトを

変更し、見やすさを向上した。

○オープンデータ検討会での検討

結果に基づき、7 市町共通のデー

タの公開基準に則って 13 の共通

整備項目のデータを作成し、ホー

ムページ上で公開した。 

○7 市町の共通整備項目以外に、く

るりんばすのバス停、時刻表、ル

ート等の情報を網羅した GTFS 形

式のデータを公開した。

○オープンデータ推進会議（オープ

ンデータ検討会から名称変更）で

の検討結果に基づき、7 市町の共

通整備項目として、「防災資機材

データ」及び「公衆トイレデータ」

をホームページ上で新たに公開

し、合計 15 の共通整備項目とし

た。

○7 市町の共通整備項目以外に、

「公共施設トイレ」データを公開

した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － －  
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 12 統計データのオープン化 取組項目 20 統計データのオープン化 

具体的取組内容 44 データ形式の統一化を図るための基準策定 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 

あいち電子自治体推進 

協議会の事業への参画 

策定 策定 策定  

○あいち電子自治体推進協議会の

実施する会議に参加し、県のガイ

ドライン策定及びまとめサイト

の構築に参画する。

○県のガイドラインに沿った内容

でオープンデータ化を推進する

ための庁内ルール策定について

検討する。

○あいち電子自治体推進協議会の

まとめサイトへのリンク掲載を

行う。

○オープンデータ検討会で策定し

た 7 市町共通の基本事項をもと

に庁内ルールを策定する。

○オープンデータ検討会で策定し

た７市町共通の基本事項をもと

に庁内ルールを策定する。

○オープンデータ推進会議で策定

した７市町共通の基本事項をも

とに庁内ルールを策定する。

○ルール策定にあたっては、他市町

のオープンデータ公開マニュア

ル等を参考にする。

○庁内周知、啓発のため研修会を開

催する。

実施

実績

検討 

あいち電子自治体推進 

協議会の事業への参画

検討 ⇒ 

○あいち電子自治体推進協議会の

会議に参加し、策定したガイドラ

インへの準拠及びまとめサイト

への掲載に向けて対応を検討し

た。

○近隣 7 市町と相互協力して推進

するため、「オープンデータ検討

会」を新たに立ち上げ、データの

公開基準を定めた。

○あいち電子自治体推進協議会の

まとめサイトへのリンク掲載を

行った。

○オープンデータ検討会で 7 市町

共通の基本事項を策定した。これ

をもとにデータを公開し、庁内ル

ールの基とした。

○オープンデータ推進会議（オープ

ンデータ検討会から名称変更）で

策定した 7 市町共通の基本事項

をもとにデータを公開した。

○豊明市（オープンデータ推進会議

構成市）が作成したオープンデー

タ編集マニュアルを参考に、庁内

ルール策定について検討を行っ

た。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

44



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 12 統計データのオープン化 取組項目 20 統計データのオープン化 

具体的取組内容 45 オープンデータの充実 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・研究 検討 実施 ⇒ ⇒ 

○公開済みの Excel 形式のオープ

ンデータについて、汎用性がより

高い CSV 形式が適するものにつ

いては順次変換する。

○オープンデータ検討会で策定し

た 7 市町共通の基本事項をもと

に、二次利用しやすい形式でのデ

ータ公開を進める。

○ダウンロード数について、項目別

件数等、より詳細な把握を行い、

利用度の高いデータの充実につ

いて検討を行う。

○オープンデータ検討会で策定し

た７市町共通の基本事項をもと

に、データ公開を進め、利用度の

高いデータの内容をより充実さ

せる。

○オープンデータに関する研修会

等を実施して周知を図り、公開項

目及びデータ内容を充実させる。

○オープンデータ推進会議で策定した

７市町共通の基本事項をもとにデー

タ公開を進めると共に、公開済みデ

ータについても再点検を行い、デー

タ内容をより充実させる。

○ESD 推進課題解決型企業等連携プ

ロジェクトを活用して、市民ニーズ

の把握及びオープンデータの庁内周

知を図り、公開項目及びデータ内容

を充実させる。

実施

実績

調査・研究 

一部実施 
実施 ⇒

○近隣７市町と相互協力して推進

するため、「オープンデータ検討

会」を新たに設置し、データ作成

に係るルールについて検討した。

○オープンデータのダウンロード

数について調査した。

○一部の公開済みデータを Excel
形式から、CSV 形式に変換し、

公開した。

○オープンデータ検討会で策定し

た 7 市町共通の基本事項をもと

に、13 項目のデータを CSV 形式

で公開した。

○ダウンロード数について、項目別

件数等、より詳細な把握を行い、

利用度の高いデータの充実につ

いて検討を行った。

○オープンデータ推進会議（オープンデータ検

討会から名称変更）にて検討し、「防災資機材

データ」及び「公衆トイレデータ」を共通整

備項目として公開した。

○7 市町オープンデータ推進会議の事業の一環

として、オープンデータ担当者向け研修会を

実施し、庁内職員への周知を図った。

○担当課にデータ提供を依頼し、「公共施設ト

イレ」データを公開した。

○にぎわい交流館主催の市民向け講座に講師

として参加し、オープンデータの普及を行っ

た。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

45



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 13 財政支援団体の活性化 取組項目 21 財政支援団体の活性化 

具体的取組内容 46 事業の整理や財政支援、人的支援の見直し（社会福祉協議会） 担当課 地域福祉課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施 

予定 

検討 計画策定 実施 ⇒ ⇒ 

○第三者機関を設置し、事業の整理や財政

支援、人的支援の見直しの検討を行う。

○社会福祉協議会発展強化計画に基づ

き、組織体制の強化を図る。

○限られた経営資源を地域福祉部門の

強化に集中するため、既存の福祉サー

ビス事業の見直しを検討する。

○社会福祉協議会発展強化計画に基づ

き中間支援型社協への転換に向け

て、引き続き職員体制の強化を図る

とともに、既存の福祉サービス事業

の民間事業者への移管について検討

を進める。

○社会福祉協議会発展強化計画に基づ

き中間支援型社協への転換に向けて、

引き続き職員体制の強化を図るとと

もに、既存の福祉サービス事業の民間

事業者への移管について検討を進め

る。

実施 

実績 

検討 

計画策定

実施 ⇒ 

○市職員を新たに 1 名追加派遣した他、職

員を新たに 4 名増員採用し、法人運営及

び事業推進体制の強化を図った。

○社会福祉協議会において、「社会福祉協

議会発展強化計画等検討委員会」を設置

し、市との協働により社会福祉協議会の

今後のあり方及び体制強化に向けた検

討を実施した。

○平成 29 年 3 月に社会福祉協議会発展

 強化計画を策定した。

※他自治体における社会福祉協議会の体

制調査等、予定より早く完了したため、

計画策定を前倒しした。

○市職員 2 名を新たに追加派遣した他、

社協職員の増員採用、正規職員への任

用替え等を実施し、職員体制の強化を

図った。

○職種に応じた処遇改善等を実施し、雇

用の安定化を図った。

○社協職員 1 名の市への派遣受け入れを

実施した。

○事業型社協から中間支援型社協への

転換策の一環として、介護保険サービ

ス（訪問介護）の事業移管を実施した。

○市職員の派遣を継続実施したほか、

社協職員の増員採用、正規職員への

任用替え等を実施し、職員体制の強

化を図った。

○社協職員 1 名の市への派遣受け入れ

を継続実施した。

○デイサービス（通所介護・生活介護）

の事業移管の検討を実施した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 

46



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 13 財政支援団体の活性化 取組項目 21 財政支援団体の活性化 

具体的取組内容 47 事業の整理や財政支援、人的支援の見直し（シルバー人材センター） 担当課 地域福祉課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施 

予定 

検討・実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○シルバー人材センターとの協議の

場を設置し、事業の整理等につい

て検討を行う。

○学習支援の実施に向け、先進自治

体の視察を実施する。

○シルバー人材センター運営会議を継続

して実施し、必要に応じて事業の整理、

財政支援等の見直しについて協議する。

○生涯学習事業「シルバーカルチャー講

座」や学習支援事業「子どもおさらい教

室」を開始する。

○会員の増加に向けて業務の拡大等を検

討する。

○シルバー人材センター運営会議を継続して

実施し、必要に応じて事業の整理、財政支援

等の見直しについて協議する。

○地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

について協議する。

○会員の増加に向けて業務の拡大等を検討す

る。

○シルバー人材センター運営会議を継続し

て実施し、必要に応じて事業の整理、財政

支援等の見直しについて協議する。

○地域包括ケアシステムの構築に向けた取

組について協議する。

○会員の増加に向けて業務の拡大等を検討

する。

実施 

実績 

検討・実施 ⇒ ⇒

○シルバー人材センター運営会議を

定期的に開催し（年 6 回）、指定管

理業務及び運営費補助事業につい

ての情報共有や意見交換、事業評

価等を実施した。

○学習支援の実施に向け、常滑市の

視察を実施した。

○生活困窮者の子ども等に対する学

習支援事業の制度設計等、実施に

向けた準備を行った。

○職員体制の見直しの検討及び給与

体系の見直しを実施した。

○シルバー人材センター運営会議を定期

的に開催し、指定管理業務及び運営費補

助事業についての情報共有や意見交換、

事業評価等を実施した。

○高齢者の教養向上及びレクリエーショ

ン事業として新たに「シルバーカルチャ

ー講座」を開始した他、高齢者の人材を

活かし、子どもの学習支援を行う「子ど

もおさらい教室」を開始した。

○市による草刈等簡易業務について、労務

管理・安全管理の向上とシルバー人材セ

ンターへの支援の観点から、委託業務へ

の切り替えに向けた調整をした。

○シルバー人材センター運営会議を定期的に

開催し、指定管理業務及び運営費補助事業

についての情報共有や意見交換、事業評価

等を実施した。

○市による草刈等簡易業務について、シルバ

ー人材センターへの委託業務への切り替え

を実施した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

47



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ２ 地域経営力の向上 戦 略 ５ 民間の資金やノウハウ、人材の利活用 

施 策 13 財政支援団体の活性化 取組項目 21 財政支援団体の活性化 

具体的取組内容 48 活性化のための支援や財政支援等の見直し（商工会） 担当課 産業振興課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 順次実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○経営発達支援計画の認定が受

けられるように商工会を支援

する。

○経営改善普及事業の取組につ

いて、課題整理に向けた支援を

実施する。

○イベント等、地域振興事業の整

理を行う。

○近隣市町商工会の状況を把握

する。

○経営発達支援計画の認定が受けら

れるよう、引続き商工会支援を行

う。認定後は計画に基づき市とし

て推進支援を継続する。

○経営改善普及事業の取組につい

て、現状と課題整理に向けた支援

を実施する。

○地域振興事業としてのイベント等

について、観光協会への移行を視

野に調整を行う。

○プレミアム商品券発行事業の見直

しを行い、中小企業の活性化に有

効となる事業を推進する。

○経営改善普及事業の取組につい

て、事業毎の予算を明確にする等

により、現状と課題整理に向けた

支援を実施する。

○地域振興事業としてのイベント

等について、にっしん観光まちづ

くり協会との調整を視野に見直

しを引き続き検討する。

○国の補助金など制度を活用し、中

小企業の活性化を図れるよう推

進支援する。

○令和２年度（平成 32 年度）の商

工会補助金の事業予算化を目指

し、商工会との検討を進める。 

○市職員による商工会補助金の検

査体制を構築する。 

○新規会員の加入促進のため、市職

員による市内企業への訪問の際、

商工会職員とともに加入勧誘を

実施する。 

○夢まつりの参加者による自主運

営の検討など、地域振興事業のあ

り方について、引き続き商工会と

検討する。

実施

実績

検討 順次実施 ⇒

○経営発達支援計画の認定が受

けられるように商工会を支援

した。 

○経営改善普及事業の取組につ

いて、現状と課題整理に向けた

支援を実施した。 

○夢花火を夢まつりに一本化す

るなど、地域振興事業の整理を

行った。 

○近隣市町商工会の職員体制、各

種相談・指導業務、補助金等の

状況把握を行った。 

○経営発達支援計画の認定を受け、

計画に基づき、市として推進支援

を継続した。 

○経営改善普及事業の取組につい

て、現状と課題整理に向けた支援

を進める中で、プレミアム商品券

発行事業の見直しや、ショップガ

イドの発行により、市内商工業者

を支援した。 

○商工会の活性化を目的とした地

域活性化検討会議を 3回開催し、

商工会役員等の意識改革を図っ

た。 

○商工会補助金の事業予算化や、地

域振興事業の一部を、にっしん観

光まちづくり協会事業とする役

割分担のあり方について検討し

た。 

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   

48



第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ３ 広域連携の推進 戦 略 ６ 自治体間連携の推進 

施 策 14 業務の共同実施やシステム等の共通化 取組項目 22 業務の共同実施やシステム等の共通化 

具体的取組内容 49 広域連携による共同事業の実施 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 

順次実施 
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○「航空写真撮影」、「行政不服審査

会設置」の共同実施を開始する。

○平成 29 年度からの共同事業の実

施に向けた準備を行う。

○新たなテーマを設け、共同事業の

実施に向けた検討を行う。

○「消費生活相談事業」、「職員派遣

交流事業」の共同実施を始める。

○尾三地区自治体間連携推進会議

において共同事業の実施に向け

た検討を行う。

○「介護保険事業所の指定・指導監

督事務」、「電力の購入」の共同実

施を開始する。

○新たなテーマを設け、共同事業の

実施に向けた検討を行う。

○5 市町での「電力の購入」の共同

実施を開始する。

○尾三地区自治体間連携推進会議

において共同事業の実施に向け

た検討を行う。

実施

実績

検討 

順次実施
⇒ ⇒ 

○5 市町で新たに「航空写真撮影」

の共同実施を開始した。

○3 市町で新たに「行政不服審査会

設置」の共同実施を開始した。

○尾三地区自治体間連携推進会議

を 3 回開催して、新たに 9 つの

テーマについて、共同事業の実施

に向けた検討を行った。

○「消費生活相談事業」、「職員派遣

交流事業」の共同実施に向けた協

定締結や施設改修等を行った。

○2 市町で新たに「消費生活センタ

ー設置」の共同実施を開始した。

○5 市町で新たに「職員派遣交流事

業」の共同実施を開始した。

○尾三地区自治体間連携推進会議

において共同事業の実施に向け

た検討を行った。

○5 市町で新たに「介護保険事業所

の指定・指導監督事務」を開始し

た。

○2 市町で新たに「電力の購入」の

共同実施を開始した。

○尾三消防組合に新たに２市が加

わり、消防事務を広域化した。

○尾三地区自治体間連携推進会議

を 3 回開催して、新たに 5 つの

テーマについて、共同事業の実施

に向けた検討を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

広域連携による共同事業の実施による財政効果額（歳出削減額）

△１，５４２ △３，４７４ △２１，８２４
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ３ 広域連携の推進 戦 略 ６ 自治体間連携の推進 

施 策 14 業務の共同実施やシステム等の共通化 取組項目 22 業務の共同実施やシステム等の共通化 

具体的取組内容 50 ＩＴシステムの共同検討 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○尾三地区自治体間連携のテーマ

の一つとして、「情報システム共

同研究会」を設置し、各団体の情

報部門間で情報交換を行う。

○情報システム共同研究会を開催

し、共同実施に向けた情報交換や

研究を実施する。

○情報システム共同研究会を開催

し、共同実施に向けた情報交換や

研究を実施する。

○後期高齢者医療制度用 PC 等機
器の共同調達を 10月までに実施
する。

○情報システム共同研究会に参加

し、共同実施に向けた情報交換や

研究を実施する。

実施

実績

実施 ⇒ ⇒ 

○情報システム共同研究会を設置

し、自治体情報セキュリティの強

靭化、あいち情報セキュリティク

ラウド等について、情報交換を行

った。

○近隣 7 市町によるオープンデー
タ検討会を設置し、オープンデー

タの共同実施に向けた検討を行

った。

○情報システム共同研究会を３回

開催し、自治体クラウドやマイナ

ンバー関連の情報連携、利活用

等について情報交換を行った。

○近隣 7 市町によるオープンデー
タ検討会を 6回開催し、オープン
データの 7 市町共通整備項目の
決定およびデータ整備を行い、市

ホームページに公開した。

○情報システム共同研究会に３回

参加し、自治体クラウドやマイナ

ンバー、改元等の通常業務につい

ての情報交換、校務支援システム

の検討スケジュール調整等を行

った（校務支援システムは、初回

以降は別途開催予定）。

○後期高齢者医療制度用 PC 等機
器の共同調達を東郷町と実施し

た。

財政 

効果額 

（千円） 

機器等共同調達による財政効果額（歳出削減額）

－ －
△６８１（５年リース分）

（上記のうち、当該年度分△３４）
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ３ 広域連携の推進 戦 略 ６ 自治体間連携の推進 

施 策 15 人材交流の機会拡大 取組項目 23 人材交流の機会拡大 

具体的取組内容 51 友好自治体等との人材交流 担当課 人事課、市民協働課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 順次実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○尾三地区自治体間連携協力に関

する関係市町と、人材交流に関す

る会議を開催する。

○尾三地区自治体間での人材交流

に関して、基本協定を締結する。

○尾三地区自治体間での相互派遣

を実施する。

○尾三連携職員派遣交流担当課長

会議を開催し、意見交換、課題整

理等を実施する。

○翌年度の派遣職員を決定する。

○尾三地区自治体間での相互派遣

を実施する（東郷町から受入・長

久手市へ派遣）。

○尾三連携職員派遣交流担当課長

会議を開催し、意見交換、課題整

理等を実施する。

○友好自治体（木祖村・志摩市）

と市民・職員交流を実施する。

○尾三地区自治体間での相互派遣

を実施する（長久手市から受入・

東郷町へ派遣）。

○尾三連携職員派遣交流担当課長

会議を開催し、意見交換、課題整

理等を実施する。

○友好自治体（木祖村・志摩市）

の交流を実施する。

実施

実績

検討 

協定締結
順次実施 ⇒

○尾三連携職員派遣交流担当課長

会議を２回開催して人材交流の

内容について協議した。

○尾三地区自治体間で職員の相互

派遣実施に関する基本協定を締

結した。

○福島県川俣町へ職員を派遣した。

○友好自治体の志摩市を訪問し、人

材交流に関する打ち合わせを行

った。

○尾三地区自治体間で職員の相互

派遣実施に関する基本協定に基

づき、相互派遣を実施した（豊明

市から受入・みよし市へ派遣）。

○尾三地区自治体間での職員相互

派遣について、自治体間交流職員

等意見交換会を３回開催して、派

遣事業について協議した。

○福島県川俣町へ職員を派遣した。

○友好自治体（木祖村・志摩市）と

職員交流研修を実施した。

○尾三地区自治体間で職員の相互

派遣実施に関する基本協定に基

づき、相互派遣を実施した（東郷

町から受入・長久手市へ派遣）。

○尾三地区自治体間での職員相互

派遣について、自治体間交流職員

等意見交換会を２回開催して、派

遣事業について協議した。

○友好自治体（木祖村・志摩市）と

市民・職員交流研修を実施した。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － －   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ３ 広域連携の推進 戦 略 ７ 地方分権改革への対応 

施 策 16 国・県の制度等の積極的な活用 取組項目 24 国・県の制度等の積極的な活用 

具体的取組内容 52 構造改革特区及び地域再生計画の活用 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

調査・検討 ⇒ 実施 ⇒ ⇒ 

○構造改革特区に基づく特定事業や

地域再生計画の認定制度の活用に

ついて検討する。

○他自治体における活用事例の調査

研究を行う。

○構造改革特区に基づく特定事

業や地域再生計画の認定制度

の活用について検討する。

○他自治体における活用事例の

調査研究を行う。

○構造改革特区に基づく特定事業

や地域再生計画の認定制度の活

用について検討し、適宜実施す

る。

○他自治体における活用事例の調

査研究を行う。

○構造改革特区に基づく特定事業

や地域再生計画の認定制度の活

用について検討し、適宜実施す

る。

○他自治体における活用事例の調

査研究を行う。

実施

実績

調査・検討 

一部実施
⇒ ⇒

○愛知県国家戦略特別区域における

特定事業の認定に向けて、愛知県

や事業者との連絡調整を行った。

○構造改革特区の特定事業に関する

活用の可能性等について、庁内へ

の照会を行った。

○構造改革特区における特定事業

（特産酒類の製造事業）を活用し、

日進市どぶろく・果実酒特区とし

て内閣府の認定を受けた。（平成 28
年 3月）

○国家戦略特区における特定事業

（地域農畜産物利用促進事業）を

活用し、農家レストランの設置に

ついて内閣府の認定を受けた。（平

成 29年 1月）

○関係課に対し、構造改革特区及

び国家戦略特区の特定事業に

関する活用可能性調査を行っ

た。

○地域再生計画の認定制度の活

用について検討を行った。

○他自治体における活用事例の

調査研究を行った。

○関係課に対し、構造改革特区及び

国家戦略特区の特定事業に関す

る活用可能性調査を行った。

○地域再生計画の認定制度の活用

について検討を行った。

○他自治体における活用事例の調

査研究を行った。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ３ 広域連携の推進 戦 略 ７ 地方分権改革への対応 

施 策 16 国・県の制度等の積極的な活用 取組項目 24 国・県の制度等の積極的な活用 

具体的取組内容 53 補助金や交付金の情報収集及び国・県との調整による積極的な活用 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

○補助金及び交付金メニューの情

報収集を実施し、活用の可能性に

ついて随時検討する。

○利用可能な補助制度については、

必要に応じて積極的に活用して

いく。

○補助金及び交付金メニューの情

報収集を実施し、活用の可能性に

ついて随時検討する。

○利用可能な補助制度については、

必要に応じて積極的に活用して

いく。

○補助金及び交付金メニューの情

報収集を実施し、活用の可能性に

ついて随時検討する。

○利用可能な補助制度については、

必要に応じて積極的に活用して

いく。

○補助金及び交付金メニューの情

報収集を実施し、活用の可能性に

ついて随時検討する。

○利用可能な補助制度については、

必要に応じて積極的に活用して

いく。

実施

実績

実施 ⇒ ⇒

○利用可能な国・県の補助制度につ

いて、情報収集を行い、新たな補

助金等を確保することで、効果的

な各種施策の実施に繋げること

ができた。

○利用可能な国・県の補助制度につ

いて、情報収集を行い、新たな補

助金等を確保することで、効果的

な各種施策の実施に繋げること

ができた。

○利用可能な国・県の補助制度につ

いて、情報収集を行い、新たな補

助金等を確保することで、効果的

な各種施策の実施に繋げること

ができた。

財政 

効果額 

（千円） 

補助金等の活用による財政効果額（歳入増加額） 

１９５，５９３ １４９，６７７ ８０，６６５   
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第２次日進市経営改革プラン 推進シート（具体的取組内容別） 

基本視点 ３ 広域連携の推進 戦 略 ７ 地方分権改革への対応 

施 策 16 国・県の制度等の積極的な活用 取組項目 24 国・県の制度等の積極的な活用 

具体的取組内容 54 権限移譲の推進 担当課 企画政策課 

年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度（平成３１年度） 令和２年度（平成３２年度） 

達
成
工
程

実施

予定

検討 順次実施 ⇒ ⇒ ⇒ 

○愛知県からの権限移譲に関する

希望の有無について担当課への

照会を行うとともに、移譲の可否

について検討する。

○愛知県からの権限移譲に関する

希望の有無について担当課への

照会を行うとともに、移譲の可否

について検討する。

○愛知県からの権限移譲に関する

希望の有無について担当課への

照会を行うとともに、移譲の可否

について検討する。

○愛知県からの権限移譲に関する

希望の有無について担当課への

照会を行うとともに、移譲の可否

について検討する。

実施

実績

検討 順次実施 ⇒ 

○愛知県からの権限移譲に関する

希望の有無について担当課への

照会を行った。

○権限移譲モデルの見直しについ

て、関係課からの意見を集約し、

愛知県への意見提出を行った。

○愛知県からの権限移譲に関する

希望の有無について担当課への

照会を行った。

○「高等学校等就学支援金の受給資

格の認定等（市町村立専修学校）」

について、平成３０年度からの移

譲を希望するため、愛知県へ意見

提出を行った。

○愛知県からの権限移譲に関する

希望の有無について担当課への

照会を行った。

○「高等学校等就学支援金の受給資

格の認定等（市町村立専修学校）」

について、愛知県から移譲を受け

た。

財政 

効果額 

（千円） 

－ 

－ － － 

54


